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(57)【要約】
　光ネットワークユニットＯＮＵの論理リンク識別子Ｌ
ＬＩＤと、当該ＯＮＵに割り当てられた波長とを第１の
多重点制御プロトコルＭＰＣＰメッセージの中にカプセ
ル化する段階と、当該ＯＮＵが当該波長に応じて切り換
えを実行するよう、当該第１のＭＰＣＰメッセージを当
該ＯＮＵに送信する段階とを含む、波長切り換えのため
の方法、装置、及びシステムが開示される。前述の技術
的な解決手段を用いて、ＮＧ‐ＥＰＯＮにおいてどのよ
うに波長切り換えを実装するかについての課題が解決さ
れる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光ネットワークユニットＯＮＵの論理リンク識別子（ＬＬＩＤ）と、前記ＯＮＵに割り
当てられた波長とを第１の多重点制御プロトコルＭＰＣＰメッセージの中にカプセル化す
る段階と、前記ＯＮＵが前記波長に応じて切り換えを実行するよう、前記第１のＭＰＣＰ
メッセージを前記ＯＮＵに送信する段階と
　を備える、波長切り換えのための方法。
【請求項２】
　第２のＭＰＣＰメッセージを前記ＯＮＵに送信する段階を更に備え、前記第２のＭＰＣ
Ｐメッセージは、前記光ネットワークユニットＯＮＵに波長切り換えを実行するよう命令
する識別子と、波長切換ウィンドウ情報とを保持している、
　請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記第２のＭＰＣＰメッセージの応答メッセージを受信する段階を更に備え、前記応答
メッセージは第３のＭＰＣＰメッセージ内に保持されており、前記応答メッセージは、前
記ＯＮＵの前記論理リンク識別子ＬＬＩＤを保持している、
　請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　前記応答メッセージは更に、前記ＯＮＵのレーザの現在の波長の情報を保持している、
請求項３に記載の方法。
【請求項５】
　前記応答メッセージは更に、次の情報：前記ＯＮＵの前記レーザの波長調整可能範囲、
又は、前記ＯＮＵの前記レーザの波長調整速度、のうちの少なくとも１つを保持している
、請求項４に記載の方法。
【請求項６】
　光回線終端装置ＯＬＴによって送信された第１の多重点制御プロトコルＭＰＣＰメッセ
ージを受信する段階であって、前記第１のＭＰＣＰメッセージは、光ネットワークユニッ
トＯＮＵの論理リンク識別子ＬＬＩＤと前記ＯＮＵに割り当てられた波長とを保持してい
る、段階と、
　前記ＯＮＵに割り当てられた前記波長と前記ＯＮＵの現在の波長とが同一であるかどう
かを決定し、同一でない場合、前記ＯＮＵの前記波長を前記ＯＮＵに割り当てられた前記
波長に調整する段階と、
　を備える、波長切り換えのための方法。
【請求項７】
　光回線終端装置ＯＬＴによって送信された多重点制御プロトコル（ＭＰＣＰ）メッセー
ジを受信する前記段階の前に、
　前記ＯＬＴによって送信され、かつ、前記ＯＮＵに波長切り換えを実行するよう命令す
る第２のＭＰＣＰメッセージを受信する段階であって、前記第２のＭＰＣＰメッセージは
、前記光ネットワークユニットＯＮＵに波長切り換えを実行するよう命令する識別子と、
波長切換ウィンドウ情報とを保持している、段階と
　前記ＯＮＵの前記論理リンク識別子ＬＬＩＤを第３の多重点制御プロトコルＭＰＣＰメ
ッセージの中にカプセル化し、前記第３のＭＰＣＰメッセージを前記ＯＬＴに送信する段
階と、
　を更に備える、請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　前記第３のＭＰＣＰメッセージは更に、前記ＯＮＵのレーザの現在の波長を保持してい
る、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記第３のＭＰＣＰメッセージは更に、次の情報：前記ＯＮＵの前記レーザの波長調整
可能範囲、又は、前記ＯＮＵの前記レーザの波長調整速度、のうちの少なくとも１つを保
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持している、請求項７又は８に記載の方法。
【請求項１０】
　第４のＭＰＣＰメッセージを前記ＯＬＴに送信する段階を更に備え、前記第４のＭＰＣ
Ｐメッセージは前記ＯＮＵの調整された波長を保持している、
　請求項６から９の何れか一項に記載の方法。
【請求項１１】
　その波長が切り換えられる必要があるＯＮＵのＯＮＵ識別子と、前記ＯＮＵに割り当て
られた波長とを第１の多重点制御プロトコルＭＰＣＰメッセージの中にカプセル化し、前
記ＯＮＵが前記波長に応じて切り換えを実行するよう、その波長が切り換えられる必要が
ある前記ＯＮＵに前記第１のＭＰＣＰメッセージを送信するよう構成されたプロセッサ
　を備える、波長切り換えのための装置。
【請求項１２】
　前記プロセッサは、その波長が切り換えられる必要がある前記ＯＮＵの前記ＯＮＵ識別
子と、前記ＯＮＵのレーザの波長調整性能情報とを保持している第２のＭＰＣＰメッセー
ジを受信し、前記ＯＮＵの前記レーザの前記波長調整性能情報に従って、前記ＯＮＵに割
り当てられた前記波長を決定し、前記ＯＮＵのＬＬＩＤと、前記ＯＮＵに割り当てられた
前記決定された波長とを前記第１のＭＰＣＰメッセージの中にカプセル化して、前記ＯＮ
Ｕが前記波長に応じて切り換えを実行するよう、前記第１のＭＰＣＰメッセージを前記Ｏ
ＮＵに送信するよう構成されている、請求項１１に記載の装置。
【請求項１３】
　前記プロセッサは更に、前記光ネットワークユニットＯＮＵに波長切り換えを実行する
よう命令する識別子と、波長切換ウィンドウ情報とを保持している第３のＭＰＣＰメッセ
ージを送信するよう構成されている、請求項１１又は１２に記載の装置。
【請求項１４】
　前記ＯＮＵの前記レーザの前記波長調整性能情報は具体的に、前記ＯＮＵの前記レーザ
の現在の波長の情報である、請求項１２に記載の装置。
【請求項１５】
　前記ＯＮＵの前記レーザの前記波長調整性能情報は更に、次の情報：前記ＯＮＵの前記
レーザの波長調整可能範囲、又は、前記ＯＮＵの前記レーザの波長調整速度、のうちの少
なくとも１つを備える、請求項１２に記載の装置。
【請求項１６】
　光ネットワークユニットＯＮＵの論理リンク識別子ＬＬＩＤと、前記ＯＮＵに割り当て
られた波長とを保持している、光回線終端装置ＯＬＴによって送信された第１の多重点制
御プロトコルＭＰＣＰメッセージを受信し、
　前記ＯＮＵに割り当てられた前記波長と前記ＯＮＵの現在の波長とが同一であるかどう
かを決定し、同一でない場合、前記ＯＮＵの前記波長を前記ＯＮＵに割り当てられた前記
波長に調整するよう構成されたプロセッサ
　を備える、波長切り換えのための装置。
【請求項１７】
　前記プロセッサは更に、前記ＯＬＴによって送信され、かつ、前記ＯＮＵに波長切り換
えを実行するよう命令する第２のＭＰＣＰメッセージを受信し、前記ＯＮＵの前記ＬＬＩ
Ｄを第３の多重点制御プロトコルＭＰＣＰメッセージの中にカプセル化して、前記ＯＬＴ
に前記第３のＭＰＣＰメッセージを送信するよう構成されている、請求項１６に記載の装
置。
【請求項１８】
　前記第３のＭＰＣＰメッセージは更に、前記ＯＮＵのレーザの現在の波長を保持してい
る、請求項１７に記載の装置。
【請求項１９】
　前記第３のＭＰＣＰメッセージは更に、次の情報
：前記ＯＮＵの前記レーザの波長調整可能範囲、又は、前記ＯＮＵの前記レーザの波長調
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整速度、のうちの少なくとも１つを保持している、請求項１７又は１８に記載の装置。
【請求項２０】
　前記プロセッサは更に、前記ＯＮＵの調整された波長を保持している第４のＭＰＣＰメ
ッセージを前記ＯＬＴに送信するよう構成されている、請求項１８に記載の装置。
【請求項２１】
　光ネットワークユニットＯＮＵの論理リンク識別子ＬＬＩＤと、前記ＯＮＵに割り当て
られた波長とを第１の多重点制御プロトコルＭＰＣＰメッセージの中にカプセル化するよ
う構成された処理ユニットと、
　前記ＭＰＣＰメッセージを前記ＯＮＵに送信するよう構成された送信ユニットと、
　を備える波長切り換えのための装置。
【請求項２２】
　前記処理ユニットは更に、前記光ネットワークユニットＯＮＵに波長切り換えを実行す
るよう命令する識別子と、波長切換ウィンドウ情報とを保持している第２のＭＰＣＰメッ
セージを前記ＯＮＵに送信するよう構成されている、請求項２１に記載の装置。
【請求項２３】
　前記装置は更に、前記第２のＭＰＣＰメッセージの応答メッセージを受信するよう構成
された受信ユニットを備え、前記応答メッセージは第３のＭＰＣＰメッセージ内に保持さ
れており、前記応答メッセージは前記ＯＮＵの前記論理リンク識別子ＬＬＩＤを保持して
いる、請求項２１又は２２に記載の装置。
【請求項２４】
　前記応答メッセージは更に、前記ＯＮＵのレーザの現在の波長の情報を保持している、
請求項２３に記載の装置。
【請求項２５】
　応答メッセージは更に、次の情報：前記ＯＮＵの前記レーザの波長調整可能範囲、又は
、前記ＯＮＵの前記レーザの波長調整速度、のうちの少なくとも１つを保持している、請
求項２３又は２４に記載の装置。
【請求項２６】
　光ネットワークユニットＯＮＵの論理リンク識別子ＬＬＩＤと、前記ＯＮＵに割り当て
られた波長とを保持している、光回線終端装置ＯＬＴによって送信された第１の多重点制
御プロトコルＭＰＣＰメッセージを受信するよう構成された受信ユニットと、
　前記ＯＮＵに割り当てられた前記波長と前記ＯＮＵの現在の波長とが同一であるかどう
かを決定し、同一でない場合、前記ＯＮＵの前記波長を前記ＯＮＵに割り当てられた前記
波長に調整するよう構成された処理ユニットと、
　を備える波長切り換えのための装置。
【請求項２７】
　前記受信ユニットは更に、前記ＯＬＴによって送信され、かつ、前記ＯＮＵに波長切り
換えを実行するよう命令する第２のＭＰＣＰメッセージを受信するよう構成されており、
　前記処理ユニットは更に、前記ＯＮＵの前記ＬＬＩＤを第３の多重点制御プロトコルＭ
ＰＣＰメッセージの中にカプセル化し、前記第３のＭＰＣＰメッセージを前記ＯＬＴに送
信するよう構成されている、
　ことを備える、請求項２６に記載の装置。
【請求項２８】
　前記第３のＭＰＣＰメッセージは更に、前記ＯＮＵのレーザの現在の波長を保持してい
る、請求項２７に記載の装置。
【請求項２９】
　前記第３のＭＰＣＰメッセージは更に、次の情報：前記ＯＮＵの前記レーザの波長調整
可能範囲、又は、前記ＯＮＵの前記レーザの波長調整速度、のうちの少なくとも１つを保
持している、請求項２７又は２８に記載の装置。
【請求項３０】
　前記装置は更に、前記ＯＮＵの調整された波長を保持している第４のＭＰＣＰメッセー
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ジを前記ＯＬＴに送信するよう構成された送信ユニットを備える、請求項２６から２９の
何れか一項に記載の装置。
【請求項３１】
　請求項２１から２５の何れか一項に記載の波長切り換えのための装置を含むプロセッサ
を備える、光回線終端装置。
【請求項３２】
　請求項２６から３０の何れか一項に記載の波長切り換えのための装置を含むプロセッサ
を備える、光ネットワークユニット。
【請求項３３】
　光回線終端装置ＯＬＴ及び光ネットワークユニットＯＮＵを備える受動光ネットワーク
ＰＯＮシステムであって、前記光回線終端装置ＯＬＴは、光分配ネットワークＯＤＮを使
用することで少なくとも１つのＯＮＵに接続され、かつ、前記ＯＬＴは、請求項３１に記
載の光回線終端装置を備える、又は、前記ＯＮＵは請求項３２に記載の光ネットワークユ
ニットを備える、受動光ネットワークＰＯＮシステム。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は通信分野に関し、特に、波長切り換えのための方法、装置、及びシステムに関
する。
【背景技術】
【０００２】
　受動光ネットワーク（Ｐａｓｓｉｖｅ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｎｅｔｗｏｒｋ、ＰＯＮ）は
、「ラストマイル」のネットワークアクセスを提供するシステムである。ＰＯＮは、ポイ
ント・ツー・マルチポイントネットワークであり、中央局に位置する光回線終端装置（Ｏ
ｐｔｉｃａｌ　Ｌｉｎｅ　Ｔｅｒｍｉｎａｌ、ＯＬＴ）と、光分配ネットワーク（Ｏｐｔ
ｉｃａｌ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ　Ｎｅｔｗｏｒｋ、ＯＤＮ）と、顧客構内に位置す
る複数の光ネットワークユニット（Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｎｅｔｗｏｒｋ　Ｕｎｉｔｓ、ＯＮ
Ｕ）とを含む。一部のＰＯＮシステム、例えば、イーサネット（登録商標）受動光ネット
ワーク（Ｅｔｈｅｒｎｅｔ（登録商標）　ＰＯＮ、ＥＰＯＮ）システムでは、ダウンリン
ク波長は１４９０ナノメートルｎｍ、アップリンク波長は１３１０ｎｍであり、１０Ｇ‐
ＥＰＯＮでは、ダウンリンク波長は１５７７ｎｍ、アップリンク波長は１２７０ｎｍであ
り、アップリンク波長及びダウンリンク波長は両方とも単一の波長の形態をとっている。
次世代ＥＰＯＮ（Ｎｅｘｔ　Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ　ＥＰＯＮ、ＮＧ‐ＥＰＯＮ）が多波
長方式を使用する場合、先行技術においては、波長切り換えをどのように完了するかにつ
いての解決手段がない。
【発明の概要】
【０００３】
　本発明は、ＮＧ‐ＥＰＯＮでどのように波長切り換えを実装するかについての課題を解
決すべく、波長切り換えのための方法、装置、及びシステムを提供する。
【０００４】
　前述の目的を実現すべく、本発明においては以下の技術的な解決手段が使用される。
【０００５】
　第１態様に従って、波長切換方法は、光ネットワークユニットＯＮＵの論理リンク識別
子ＬＬＩＤと当該ＯＮＵに割り当てられた波長とを第１の多重点制御プロトコルＭＰＣＰ
メッセージの中にカプセル化する段階と、ＯＮＵが当該波長に応じて切り換えを実行する
よう、第１のＭＰＣＰメッセージをＯＮＵに送信する段階とを含む。
【０００６】
　第１態様を参照して、第１の可能な実装方式において、当該方法は更に、第２のＭＰＣ
ＰメッセージをＯＮＵに送信する段階を含み、当該第２のＭＰＣＰメッセージは、光ネッ
トワークユニットＯＮＵに波長切り換えを実行するよう命令する識別子と、波長切換ウィ
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ンドウ情報とを保持している。
【０００７】
　第１態様の第１の可能な実装方式を参照して、第２の可能な実装方式において、識別子
がＯＮＵに波長切り換えを実行するよう命令することは、具体的に、多重点制御プロトコ
ルＭＰＣＰ　ＧＡＴＥメッセージのディスカバリ情報　Ｄｉｓｃｏｖｅｒｙ　Ｉｎｆｏｒ
ｍａｔｉｏｎフィールドの任意の予備ビットが１に設定されることである。
【０００８】
　第１態様の第１の可能な実装方式又は第２の可能な実装方式を参照して、第３の可能な
実装方式において、識別子がＯＮＵに波長切り換えを実行するよう命令することは、具体
的に、ＭＰＣＰ　ＧＡＴＥメッセージのＤｉｓｃｏｖｅｒｙ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎフ
ィールドが特定の値に設定されることである。
【０００９】
　第１態様を参照して、第４の可能な実装方式において、当該方法は更に、第２のＭＰＣ
Ｐメッセージの応答メッセージを受信する段階を含み、当該応答メッセージは第３のＭＰ
ＣＰメッセージ内に保持され、応答メッセージはＯＮＵのＬＬＩＤを保持している。
【００１０】
　第１態様の第１の可能な実装方式を参照して、第５の可能な実装方式において、波長切
換要求メッセージは更に、ＯＮＵのレーザの波長調整性能情報を保持している。
【００１１】
　第１態様の第２の可能な実装方式を参照して、第６の可能な実装方式において、応答メ
ッセージは更に、ＯＮＵのレーザの現在の波長の情報を保持している。
【００１２】
　第１態様の第６の可能な実装方式を参照して、第７の可能な実装方式において、応答メ
ッセージは更に、次の情報：ＯＮＵのレーザの波長調整可能範囲又はＯＮＵのレーザの波
長調整速度のうちの少なくとも１つを保持している。
【００１３】
　第２態様に従って、波長切換方法は、光回線終端装置ＯＬＴによって送信された第１の
多重点制御プロトコルＭＰＣＰメッセージを受信する段階であって、第１のＭＰＣＰメッ
セージは、光ネットワークユニットＯＮＵの論理リンク識別子ＬＬＩＤと、当該ＯＮＵに
割り当てられた波長とを保持している、段階と、ＯＮＵに割り当てられた波長とＯＮＵの
現在の波長とが同一であるかどうかを決定し、同一でない場合はＯＮＵの波長をＯＮＵに
割り当てられた波長に調整する段階とを含む。
【００１４】
　第２態様を参照して、第２態様の第１の可能な実装方式において、当該方法は更に、光
回線終端装置ＯＬＴによって送信された多重点制御プロトコルＭＰＣＰメッセージを受信
する段階の前に、ＯＬＴによって送信され、かつ、ＯＮＵに波長切り換えを実行するよう
命令する第２のＭＰＣＰメッセージを受信する段階と、
　ＯＮＵのＬＬＩＤを第３の多重点制御プロトコルＭＰＣＰメッセージの中にカプセル化
して、第３のＭＰＣＰメッセージをＯＬＴに送信する段階とを含む。
【００１５】
　第２態様の第１の可能な実装方式を参照して、第２態様の第２の可能な実装方式におい
て、第３のＭＰＣＰメッセージは更に、ＯＮＵのレーザの現在の波長を保持している。
【００１６】
　第２態様の第１の可能な実装方式又は第２の可能な実装方式を参照して、第３の可能な
実装方式において、第３のＭＰＣＰメッセージは更に、次の情報：ＯＮＵのレーザの波長
調整可能範囲又はＯＮＵのレーザの波長調整速度のうちの少なくとも１つを保持している
。
【００１７】
　第２態様、又は第２態様の複数の可能な実装方式のいずれか１つを参照して、第４の可
能な実装方式において、当該方法は更に、第４のＭＰＣＰメッセージをＯＬＴに送信する
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段階を含み、当該第４のＭＰＣＰメッセージは、ＯＮＵの調整された波長を保持している
。
【００１８】
　第３態様に従って、波長切換装置は、その波長が切り換えられる必要があるＯＮＵのＯ
ＮＵ識別子と、当該ＯＮＵに割り当てられた波長とを第１の多重点制御プロトコルＭＰＣ
Ｐメッセージの中にカプセル化し、ＯＮＵが当該波長に応じて切り換えを実行するよう、
その波長が切り換えられる必要があるＯＮＵに当該第１のＭＰＣＰメッセージを送信する
よう構成されたプロセッサを含む。
【００１９】
　第３態様を参照して、第３態様の第１の可能な実装方式において、当該プロセッサは、
その波長が切り換えられる必要があるＯＮＵのＯＮＵ識別子と、当該ＯＮＵのレーザの波
長調整性能情報とを保持している第２のＭＰＣＰメッセージを受信し、ＯＮＵのレーザの
波長調整性能情報に従って、ＯＮＵに割り当てられた波長を決定し、ＯＮＵのＬＬＩＤと
、ＯＮＵに割り当てられた決定された波長とを第１のＭＰＣＰメッセージの中にカプセル
化し、ＯＮＵが当該波長に応じて切り換えを実行するよう、当該第１のＭＰＣＰメッセー
ジをＯＮＵに送信するよう構成されている。
【００２０】
　第３態様を参照して、第３態様の第２の可能な実装方式において、当該プロセッサは更
に、第３のＭＰＣＰメッセージを送信するよう構成されており、当該第３のＭＰＣＰメッ
セージは、光ネットワークユニットＯＮＵに波長切り換えを実行するよう命令する識別子
と、波長切換ウィンドウ情報とを保持している。
【００２１】
　第３態様、又は第３態様の複数の可能な実装方式の何れかを参照して、第３の可能な実
装方式において、ＯＮＵのレーザの波長調整性能情報は、具体的に、ＯＮＵのレーザの現
在の波長の情報である。
【００２２】
　第３態様の第３の可能な実装方式を参照して、第４の可能な実装方式において、ＯＮＵ
のレーザの波長調整性能情報は更に、次の情報：ＯＮＵのレーザの波長調整可能範囲、及
びＯＮＵのレーザの波長調整速度のうちの少なくとも１つを含む。
【００２３】
　第４態様に従って、波長切換装置は、光ネットワークユニットＯＮＵの論理リンク識別
子ＬＬＩＤと、当該ＯＮＵに割り当てられた波長とを保持している、光回線終端装置ＯＬ
Ｔによって送信された第１の多重点制御プロトコルＭＰＣＰメッセージを受信し、ＯＮＵ
に割り当てられた波長とＯＮＵの現在の波長とが同一であるかどうかを決定し、同一でな
い場合、ＯＮＵの波長をＯＮＵに割り当てられた波長に調整するよう構成されたプロセッ
サを含む。
【００２４】
　第４態様を参照して、第４態様の第１の可能な実装方式において、当該プロセッサは更
に、ＯＬＴによって送信され、かつ、ＯＮＵに波長切り換えを実行するよう命令する第２
のＭＰＣＰメッセージを受信し、ＯＮＵのＬＬＩＤを第３の多重点制御プロトコルＭＰＣ
Ｐメッセージにカプセル化して、第３のＭＰＣＰメッセージをＯＬＴに送信するよう構成
されている。
【００２５】
　第４態様を参照して、第４態様の第２の可能な実装方式において、第３のＭＰＣＰメッ
セージは更に、ＯＮＵのレーザの現在の波長を保持している。
【００２６】
　第４態様、又は第４態様の複数の可能な実装方式の何れかを参照して、第３のＭＰＣＰ
メッセージは更に、次の情報：ＯＮＵのレーザの波長調整可能範囲、又はＯＮＵのレーザ
の波長調整速度のうちの少なくとも１つを保持している。
【００２７】
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　第４態様の第３の可能な実装方式を参照して、第４の可能な実装方式において、当該プ
ロセッサは更に、第４のＭＰＣＰメッセージをＯＬＴに送信するよう構成されており、当
該第４のＭＰＣＰメッセージはＯＮＵの調整された波長を保持している。
【００２８】
　第５態様に従って、波長切換装置は、光ネットワークユニットＯＮＵの論理リンク識別
子ＬＬＩＤと、当該ＯＮＵに割り当てられた波長とを第１の多重点制御プロトコルＭＰＣ
Ｐメッセージの中にカプセル化するよう構成された処理ユニットと、当該ＭＰＣＰメッセ
ージをＯＮＵに送信するよう構成された送信ユニットとを含む。
【００２９】
　第５態様を参照して、第５態様の第１の可能な実装方式において、当該処理ユニットは
更に、第２のＭＰＣＰメッセージをＯＮＵに送信するよう構成されており、当該第２のＭ
ＰＣＰメッセージは、光ネットワークユニットＯＮＵに波長切り換えを実行するよう命令
する識別子と、波長切換ウィンドウ情報とを保持している。
【００３０】
　第５態様の第１の可能な実装方式を参照して、第５態様の第２の可能な実装方式におい
て、当該装置は更に、第２のＭＰＣＰメッセージの応答メッセージを受信するよう構成さ
れた受信ユニットを含み、当該応答メッセージは第３のＭＰＣＰメッセージ内に保持され
ており、当該応答メッセージはＯＮＵの論理リンク識別子ＬＬＩＤを保持している。
【００３１】
　第５態様の第２の可能な実装方式を参照して、第５態様の第３の可能な実装方式におい
て、当該応答メッセージは更に、ＯＮＵのレーザの現在の波長の情報を保持している。
【００３２】
　第５態様の第２又は第３の可能な実装方式を参照して、第５態様の第４の可能な実装方
式において、当該応答メッセージは更に、次の情報：ＯＮＵのレーザの波長調整可能範囲
、及びＯＮＵのレーザの波長調整速度のうちの少なくとも１つを保持している。
【００３３】
　第６態様に従って、波長切換装置は、光回線終端装置ＯＬＴによって送信された第１の
多重点制御プロトコルＭＰＣＰメッセージであって、光ネットワークユニットＯＮＵの論
理リンク識別子ＬＬＩＤと、当該ＯＮＵに割り当てられた波長とを保持している、第１の
ＭＰＣＰメッセージを受信するよう構成された受信ユニットと、ＯＮＵに割り当てられた
波長とＯＮＵの現在の波長とが同一であるかどうかを決定し、同一でない場合、ＯＮＵの
波長をＯＮＵに割り当てられた波長に調整するよう構成された処理ユニットとを含む。
【００３４】
　第６態様を参照して、第１の可能な実装方式において、当該受信ユニットは更に、ＯＬ
Ｔによって送信され、かつ、ＯＮＵに波長切り換えを実行するよう命令する第２のＭＰＣ
Ｐメッセージを受信するよう構成されており、当該処理ユニットは更に、ＯＮＵのＬＬＩ
Ｄを第３の多重点制御プロトコルＭＰＣＰメッセージの中にカプセル化し、当該第３のＭ
ＰＣＰメッセージをＯＬＴに送信するよう構成されている。
【００３５】
　第６態様を参照して、第２の可能な実装方式において、当該第３のＭＰＣＰメッセージ
は更に、ＯＮＵのレーザの現在の波長を保持している。
【００３６】
　第６態様を参照して、第３の可能な実装方式において、当該第３のＭＰＣＰメッセージ
は更に、次の情報：ＯＮＵのレーザの波長調整可能範囲、又はＯＮＵのレーザの波長調整
速度、のうちの少なくとも１つを保持している。
【００３７】
　第６態様、又は第６態様の複数の可能な実装方式のいずれか１つを参照して、第４の可
能な実装方式において、当該装置は更に、第４のＭＰＣＰメッセージをＯＬＴに送信する
よう構成された送信ユニットを含み、当該第４のＭＰＣＰメッセージはＯＮＵの調整され
た波長を保持している。
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【００３８】
　第７態様に従って、光回線終端装置はプロセッサを備え、当該プロセッサは、第５態様
、及び第５態様の複数の可能な実装方式のいずれか１つに記載の装置を含む。
【００３９】
　第８態様に従って、光ネットワークユニットはプロセッサを含み、当該プロセッサは、
第６態様、及び第６態様の複数の可能な実装方式のいずれか１つに記載の装置を含む。
【００４０】
　第９態様に従って、受動光ネットワークシステムは、光回線終端装置ＯＬＴ及び光ネッ
トワークユニットＯＮＵを含み、当該光回線終端装置ＯＬＴは、光分配ネットワークＯＤ
Ｎを使用することで少なくとも１つのＯＮＵに接続され、当該ＯＬＴは第７態様に記載の
装置を含む、又は、当該ＯＮＵは第８態様に記載の装置を含む。
【００４１】
　本発明の複数の実施形態は波長切り換えのための方法、装置、及びシステムを提供し、
これにより、ＮＧ‐ＥＰＯＮが多波長ネットワーキング構造を使用する場合、どのように
波長切り換えを実行するかについての課題が解決され得る。
【図面の簡単な説明】
【００４２】
　本発明の複数の実施形態における、又は先行技術における技術的な解決手段をより明確
に説明すべく、それらの実施形態又は先行技術を説明するために必要な添付図面を以下で
簡潔に説明する。以下の説明における添付図面は、単に本発明の一部の実施形態を示して
いるに過ぎず、当業者ならば、創造努力なしにこれらの添付図面から他の図面を更に導き
出し得ることは明らかである。
【００４３】
【図１】ＰＯＮの一実施形態の概略図である。
【００４４】
【図２】開放型システム間相互接続ＯＳＩモデルの図である。
【００４５】
【図３】本発明の一実施形態に係るＭＰＣＰフレームフォーマットである。
【００４６】
【図４】ＮＧ‐ＥＰＯＮアーキテクチャの実施形態の概略図である。
【００４７】
【図５】ＮＧ‐ＥＰＯＮアーキテクチャの別の実施形態の概略図である。
【００４８】
【図６ａ】ＮＧ‐ＥＰＯＮ波長切換プロセスの概略的な相互作用図である。
【００４９】
【図６ｂ】本発明の一実施形態に係る波長切換プロセスの実装の概略図である。
【００５０】
【図６ｃ】先行技術におけるＭＰＣＰフレームメッセージの定義のブロック図である。
【００５１】
【図７ａ】ＧＡＴＥメッセージ拡張の実施形態の概略図である。
【００５２】
【図７ｂ】ＷａｖｅＲｅｇｉｓｔｅｒ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎフィールドの定義の概略
図である。
【００５３】
【図８】本発明の一実施形態に係る、波長初期化に使用される、新たに追加された３つの
ＭＰＣＰメッセージの実施形態の概略図である。
【００５４】
【図９】本発明の一実施形態に係る、波長初期化に使用される、新たに追加された３つの
ＭＰＣＰメッセージの具体的なフレーム構造の概略図である。
【００５５】
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【図１０】本発明の一実施形態に係る波長切換装置の概略構造図である。
【００５６】
【図１１】本発明の一実施形態に係る別の波長切換装置の概略構造図である。
【００５７】
【図１２】本発明の一実施形態に係る別の波長切換装置の概略構造図である。
【発明を実施するための形態】
【００５８】
　本発明の複数の実施形態において添付図面を参照して、本発明の複数の実施形態におけ
る技術的な解決手段を以下で明確に、かつ完全に説明する。説明される複数の実施形態が
、本発明の複数の実施形態のうちの単に一部に過ぎず、全てではないことは明らかである
。創造努力なしに本発明の複数の実施形態に基づいて当業者によって得られる他の全ての
実施形態は、本発明の保護範囲内に含まれるものとする。
【００５９】
　加えて、「システム」及び「ネットワーク」という用語は、本明細書においては同じ意
味で使用され得る。本明細書における「及び／又は」という用語は、複数の関連する物体
を説明するための接続関係のみを説明し、３つの関係が存在し得ることを表す。例えば、
Ａ及び／又はＢは、Ａのみ存在する、Ａ及びＢの両方が存在する、並びに、Ｂのみ存在す
る、の３つの場合を表し得る。加えて、本明細書における「／」という文字は、概して、
関連する物体間の「又は」の関係を示す。
【００６０】
　図１はＰＯＮ１００の一実施形態を示している。ＰＯＮ１００は、１つのＯＬＴ１１０
、複数のＯＮＵ１２０、及び１つのＯＤＮ１３０を含んでよい。ＯＤＮ１３０は、ＯＬＴ
１１０及び各ＯＮＵ１２０に連結されてよい。ＰＯＮ１００は、データをＯＬＴ１１０と
各ＯＮＵ１２０との間に分配するための如何なる能動的なコンポーネントも必要としない
通信ネットワークであってよい。それどころか、ＰＯＮ１００は、ＯＤＮ１３０において
データをＯＬＴ１１０と各ＯＮＵ１２０との間で分配すべく受動的な光コンポーネントを
使用してよい。ＰＯＮ１００は、ＮＧＡ（Ｎｅｘｔ　Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ　Ａｃｃｅｓ
ｓ、次世代アクセス）システム、例えば、約１０Ｇｂｐｓのダウンリンク帯域幅と、少な
くとも約２．５Ｇｂｐｓのアップリンク帯域幅とを有し得るＸＧＰＯＮ（１０‐ギガビッ
ト受動光ネットワークとも称され得る１０Ｇｉｇａｂｉｔ　ＰＯＮ）であってよい、又は
、１０Ｇ‐ＥＰＯＮ（１０Ｇｉｇａｂｉｔ　Ｅｔｈｅｒｎｅｔ（登録商標）　ＰＯＮ、１
０‐ギガビットイーサネット（登録商標）受動光ネットワーク）であってよい。ＰＯＮ１
００に適した別の例としては、国際電気通信連合　電気通信標準化部門（Ｉｎｔｅｒｎａ
ｔｉｏｎａｌ　Ｔｅｌｅｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ　Ｕｎｉｏｎ　Ｔｅｌｅｃｏｍｍｕ
ｎｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｔａｎｄａｒｄｉｚａｔｉｏｎ　Ｓｅｃｔｏｒ、ＩＴＵ‐Ｔ）Ｇ．
９８３規格によって規定された非同期転送モードＰＯＮ（Ａｓｙｎｃｈｒｏｎｏｕｓ　Ｔ
ｒａｎｓｆｅｒ　Ｍｏｄｅ　ＰＯＮ、ＡＰＯＮ）及びブロードバンドＰＯＮ（Ｂｒｏａｄ
ｂａｎｄ　ＰＯＮ、ＢＰＯＮ）、ＩＴＵ‐Ｔ　Ｇ．９８４規格によって規定されたＧＰＯ
Ｎ、米国電気電子学会（Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　ｏｆ　Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌ　ａｎｄ　Ｅ
ｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｓ、ＩＥＥＥ）８０２．３ａｈ規格によって規
定されたＥＰＯＮ、ＩＥＥＥ８０２．３ａｖ規格において記載されている１０ＧＥＰＯＮ
、並びに、波長分割多重ＰＯＮ（Ｗａｖｅｌｅｎｇｔｈ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉ
ｐｌｅｘｅｄ‐ＰＯＮ、ＷＤＭ‐ＰＯＮ）が挙げられる。加えて、ＰＯＮ１００は更に、
データを送るべく、例えば、複数の異なるＯＮＵ１２０又は顧客のためにデータを送るべ
く複数のダウンリンク及び／又は複数のアップリンク波長（又は複数の波長チャネル）が
使用され得る多波長機能を有してよい。従って、ＰＯＮプロトコルは、上述の任意の多波
長技術／システムをサポートすべく使用され得る。
【００６１】
　ＯＬＴ１１０は、各ＯＮＵ１２０及び別のネットワーク（図中には示されていない）と
通信するよう構成された任意のデバイスであってよい。ＯＬＴ１１０は、当該別のネット
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ワークと各ＯＮＵ１２０との間の媒体の役割を担ってよい。例えば、ＯＬＴ１１０は、当
該ネットワークから受信されたデータを各ＯＮＵ１２０に転送し、かつ、各ＯＮＵ１２０
から受信されたデータを別のネットワークに転送してよい。ＯＬＴ１１０の具体的な構成
はＰＯＮ１００のタイプに従って変更されてよいが、一実施形態において、ＯＬＴ１１０
は送信機及び受信機を含んでよい。別のネットワークがＰＯＮ１００においてＰＯＮプロ
トコルとは異なるネットワークプロトコル、例えば、イーサネット（登録商標）若しくは
同期光ネットワーク（Ｅｔｈｅｒｎｅｔ（登録商標）　ｏｒ　Ｓｙｎｃｈｒｏｎｏｕｓ　
Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｎｅｔｗｏｒｋｉｎｇ、ＳＯＮＥＴ）／同期デジタルハイアラーキ（Ｓ
ｙｎｃｈｒｏｎｏｕｓ　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｈｉｅｒａｒｃｈｙ、ＳＤＨ）を使用した場合
、ＯＬＴ１１０は、ネットワークプロトコルをＰＯＮプロトコルに変換するコンバータを
含んでよい。ＯＬＴ１１０のコンバータは更に、ＰＯＮプロトコルをネットワークプロト
コルに変換してよい。ＯＬＴ１１０は通常、中央の位置、例えば中央局に配置されてよい
、又は別の位置に配置されてよい。
【００６２】
　各ＯＮＵ１２０は、ＯＬＴ１１０、及び、顧客又はユーザ（図中には示されていない）
と通信するよう構成された任意のデバイスであってよい。各ＯＮＵ１２０は、ＯＬＴ１１
０と顧客との間の媒体の役割を担ってよい。例えば、各ＯＮＵ１２０は、ＯＬＴ１１０か
ら受信されたデータを顧客に転送してよく、顧客から受信されたデータをＯＬＴ１１０に
転送してよい。各ＯＮＵ１２０の具体的な構成はＰＯＮ１００のタイプに従って変更され
てよいが、一実施形態においては、各ＯＮＵ１２０は、ＯＬＴ１１０に光信号を送信する
よう構成された光送信機と、ＯＬＴ１１０から光信号を受信するよう構成された光受信機
とを含んでよい。複数の異なるＯＮＵ１２０の送信機及び受信機は異なる波長を使用して
、データを送る光信号を送受信してよい。同一のＯＮＵ１２０の送信機及び受信機は、同
一の波長を使用してもよいし、又は異なる波長を使用してもよい。加えて、各ＯＮＵ１２
０は、顧客のために、光信号を、電気信号、例えばイーサネット（登録商標）プロトコル
における信号、に変換するコンバータと、顧客の機器のために、電気信号を送信及び／又
は受信し得る第２の送信機及び／又は受信機とを含んでよい。いくつかの実施形態では、
各ＯＮＵ１２０と各光ネットワーク端末（ｏｐｔｉｃａｌ　ｎｅｔｗｏｒｋ　ｔｅｒｍｉ
ｎａｌ、ＯＮＴ）とは類似しているので、本明細書においてはこれらの用語は同じ意味で
使用されてよい。各ＯＮＵは通常、割り当てられた位置、例えば顧客構内に配置されてよ
い、又は別の位置に配置されてよい。
【００６３】
　ＯＤＮ１３０は、光ファイバケーブル、連結器、スプリッタ、分配器、及び／又は別の
デバイスを含み得るデータ分配システムであってよい。光ファイバケーブル、連結器、ス
プリッタ、分配器、及び／又は別デバイスは、複数の受動的な光コンポーネント／１つの
受動的な光コンポーネントであってよく、受動的な光コンポーネントは、ＯＬＴ１１０と
各ＯＮＵ１２０との間でデータ信号を分配するのに何らの電気エネルギーも必要としない
場合がある。或いは、ＯＤＮ１３０は、１又は複数の処理デバイス、例えば光増幅器を含
んでよい。ＯＤＮ１３０は通常、図１に示されるような分岐構成を使用してＯＬＴ１１０
から各ＯＮＵ１２０へと広がってよいが、別の選択肢では、広がりは、任意の別のポイン
トから複数のポイントへの構成の形で実行され得るものであってよい。
【００６４】
　次世代ＰＯＮ（Ｎｅｘｔ　Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ　ＰＯＮ、ＮＧＰＯＮ）システム（Ｎ
ＧＰＯＮステージ２又はＮＧＰＯＮ２とも称される）に適用されるべく、１０Ｇｂｐｓよ
り高いビットレートをサポートする種々のＰＯＮシステムが既に提案されている。これら
のシステムのいくつかは、複数の波長（又は複数の波長チャネル）を使用して複数のＯＮ
Ｕのためにデータを送信及び／又は受信する多波長ＰＯＮシステムであってよい。
【００６５】
　複数の波長は、より速いアクセス速度を提供し得る。複数の波長を使用することで、波
長領域において、時間・波長分割多重（Ｔｉｍｅ　Ｗａｖｅｌｅｎｇｔｈ　Ｄｉｖｉｓｉ
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ｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ、ＴＷＤＭ）ＰＯＮの能力を向上させ得る。ＴＷＤＭ‐
ＰＯＮシステムでは、ＯＮＵ又はＯＬＴの波長調整機能を使用することによって、ＡＷＧ
を使用して複数の波長を組み合わせ及び分離することによって、コヒーレント信号を生成
及び検出することによって、インジェクションロッキングを用いることによって、又は、
別の解決手段を使用することによって実装され得る複数の異なる波長を使用して、ＯＮＵ
がネットワークに接続され得る。波長調整機能は、ＯＮＵの調整可能な波長範囲を表す。
【００６６】
　適用シナリオに応じて、ＮＧＰＯＮシステムの実装はまた、前述のシステムを混合した
ものであってもよい。例えば、コヒーレントＷＤＭ‐ＰＯＮ（Ｗａｖｅｌｅｎｇｔｈ　Ｐ
ＯＮ、波長分割多重受動光ネットワーク）、ＴＷＤＭ‐ＰＯＮ、及びＯＦＤＭ‐ＰＯＮ（
Ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉ
ｎｇ、直交周波数分割多重受動光ネットワーク）が、ＮＧＰＯＮシステムにおいていくつ
かのシステムを実装するよう構成されていてよい。このトレンドは、既存のＴＤＭ‐ＰＯ
Ｎ帯域幅の更なる向上を表し得る。例えば、当該トレンドは、ＮＧＰＯＮシステムが一層
遠い距離でより多数のＯＮＵにサービスを提供することを可能にする。ＧＰＯＮ及びＸＧ
ＰＯＮシステムからＮＧＰＯＮへの改善は、複数の波長をサポートする適切な管理メカニ
ズムの観点から見ると、例えば既存のＧＰＯＮ及びＸＧＰＯＮのプロトコルに挑戦し得る
。多波長機能をサポートするためのプロトコルの変更及び改善は、ＧＰＯＮ伝送コンバー
ジェンス層プロトコルの変更、及び、ＸＧＰＯＮ伝送コンバージェンス層プロトコルの変
更、例えば、ＴＤＭ／ＴＤＭアクセス（ＴＤＭ　ａｃｃｅｓｓ、ＴＤＭＡ）の管理を含ん
でよい。
【００６７】
　図２は、（全体として、本明細書で引き続き使用される１Ｇ　ＥＰＯＮ／１０Ｇ　ＥＰ
ＯＮと称される）ＥＰＯＮ　ＯＳＩ（Ｏｐｅｎ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｉｎｔｅｒｃｏｎｎｅ
ｃｔｉｏｎ、開放型システム相互接続）の詳細な構造図を開示している。図２に示される
ように、ＯＳＩは、ネットワーク通信を７つの層、それぞれ（底部から上部に向かって）
、物理層（Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｌａｙｅｒ、ＰＬ層）、データリンク層（Ｄａｔａ　ｌｉ
ｎｋ　Ｌａｙｅｒ、ＤＬ層）、ネットワーク層（Ｎｅｔｗｏｒｋ　Ｌａｙｅｒ、ＮＬ層）
、トランスポート層（Ｔｒａｎｓｐｏｒｔ　Ｌａｙｅｒ、ＬＴ層）、セッション層（Ｓｅ
ｓｓｉｏｎ　Ｌａｙｅｒ、ＳＬ層）、プレゼンテーション層（Ｐｒｅｓｅｎｔａｔｉｏｎ
　Ｌａｙｅｒ、ＰＬ層）、及びアプリケーション層（Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ　Ｌａｙｅ
ｒ、ＡＬ層）に分割する。物理層、データリンク層、及びネットワーク層は、ＯＳＩ参照
モデルの下位の３層に属し、ネットワーク通信接続用のリンクの生成を担っている。第４
層から第７層はＯＳＩ参照モデルの上位の４層であり、特にエンド・ツー・エンドデータ
通信を担っている。各層は機能を完結し、各層はサービスを自身の層より上位の層に直接
提供し、全層は互いにサポートし合い、ネットワーク通信は、（送信端において）上部か
ら底部へ、又は（受信端において）底部から上部へ、の２通りで行われ得る。全ての通信
がＯＳＩの７つの層全てを使用する必要があるわけではなく、双方側が対応する１つの層
しか必要としない通信さえあることは言うまでもない。物理インタフェース間の遷移と、
リピータ間の接続とは、物理層で実行されれば十分であり、ルータ間の接続は、ネットワ
ーク層以下の下位の３層を使用すれば十分である。要約すると、双方側の間での通信はピ
ア層において行われ、通信は非対称的層では行われ得ない。
【００６８】
　信号がＯＬＴ側からＯＮＵ側に送られると想定すると、（図２においてネットワーク層
に位置する）ＯＬＴ側から送信された信号は、イーサネット（登録商標）フレームフォー
マットでＤＬ層を通過した後物理層に入り、次に、光ファイバを使用してＯＮＵ側に送信
され、ＯＮＵ側はまず、物理ＰＨＹ層でデータ分析し、次にＭＡＣ（Ｍｅｄｉａ　Ａｃｃ
ｅｓｓ　Ｃｏｎｔｒｏｌ、メディアアクセス制御）層でデータを分析し、最終的に、ＯＮ
Ｕ側の有用な信号を引き出す。ＥＰＯＮネットワークはポイント・ツー・マルチポイント
送信を行うので、ＥＰＯＮのＩＥＥＥによって規定されたＭＡＣ層はマルチポイントＭＡ
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Ｃであり、マルチポイントＭＡＣの送信プロトコルは、ＭＰＣＰ（Ｍｕｌｔｉ‐Ｐｏｉｎ
ｔ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｐｒｏｔｏｃｏｌ、多重点制御プロトコル）と規定される。
【００６９】
　図３は当該ＭＰＣＰフレームフォーマットの概略図である。図３では以下のように示さ
れている：
　Ｄｅｓｔｉｎａｔｉｏｎ　Ａｄｄｒｅｓｓ、宛先アドレスは、６バイトを占有し、メッ
セージの送信先のＩＰアドレスを特定すべく使用される；
　Ｓｏｕｒｃｅ　Ａｄｄｒｅｓｓ、送信元アドレスは、６バイトを占有し、パケットの送
信元のＩＰアドレスを特定すべく使用される；
　Ｌｅｎｇｔｈ／Ｔｙｐｅ、パケット長さ／タイプは、２バイトを占有し、パケットの長
さ及びタイプを特定すべく使用される；
　Ｏｐｃｏｄｅ、オペレーションコードは、２バイトを占有し、ＭＰＣＰフレーム数を特
定すべく使用される；
　ＴｉｍｅＳｔａｍｐ、タイムスタンプは、４バイトを占有し、パケットの送信時間を特
定すべく使用される；
　Ｄａｔａ／Ｒｅｓｅｒｖｅｄ／Ｐａｄ、データ情報／予備フィールドは、４０バイトを
占有し、データ情報を保持すべく使用される、又は、拡張のための予備フィールドとして
使用される；
　ＦＣＳ、フレームシーケンスチェックは、４バイトを占有し、パリティビットである。
【００７０】
　既存の規格は、ＧＡＴＥフレーム、ＲＥＰＯＲＴフレーム、ＲＥＧＩＳＴＥＲ＿ＲＥＱ
フレーム、ＲＥＧＩＳＴＥＲフレーム、及びＲＥＧＩＳＴＥＲ＿ＡＣＫフレームを含む５
つのタイプのＭＰＣＰフレームを記録する。図６ｃに示されるように（実際は、ＭＰＣＰ
フレームは更に他の複数のタイプを有し、他の複数のタイプについては本明細書において
は記載されない）、５つのタイプのフレームの全ては、前述の複数のフィールド、例えば
、宛先アドレス、送信元アドレス、長さ／タイプ、オペレーションコード、タイムスタン
プ、データ／予備フィールド、及びフレームシーケンスチェックを含み、フレームフィー
ルドが異なればのその内容は異なる。５つのタイプのフレームのＯｐｃｏｄｅは、それぞ
れ０００２、０００３、０００４、０００５及び０００６である。
【００７１】
　図４は、ＮＧ‐ＥＰＯＮネットワーキング構造の具体的な実施形態である。図４に示さ
れるように、ＮＧ‐ＥＰＯＮは、ダウンリンクで複数の波を使用し、アップリンクで複数
の波を使用するシステム構造を使用し得る（図４においては、アップリンクで４つの波を
使用し、ダウンリンクで４つの波が使用される例が使用されている）。本ネットワーキン
グ構造において、各ＯＮＵはある波長チャネルにおいて別々に動作し、下り方向では、Ｏ
ＬＴは、各波長チャネルに対応するダウンリンク波長を使用することで、当該波長チャネ
ルを使用する複数のＯＮＵにダウンリンクデータをブロードキャストし、上り方向では、
各波長チャネルのＯＮＵは、ＯＬＴによって割り当てられたタイムスロットにおいて当該
波長チャネルのアップリンク波長を使用してＯＬＴにアップリンクデータを送信し得る。
加えて、ＯＮＵのアップリンク送信波長及びダウンリンク受信波長は動的に調整され得、
アップリンク送信波長及びダウンリンク受信波長が、波長チャネルのアップリンク波長及
びダウンリンク波長に調整される場合、ＯＮＵは当該波長チャネルにおいて別々に動作し
得る。
【００７２】
　図５は、ＮＧ‐ＥＰＯＮネットワーキングアーキテクチャの別の具体的な実施形態であ
る。図５は、ダウンリンクで複数の波を使用し、アップリンクで単一の波を使用するシス
テム構造を示している（図５においては、ダウンリンクで４つの波が使用され、アップリ
ンクで１つの波が使用される例が使用されている）。当該ネットワーキングアーキテクチ
ャにおいて、ＯＬＴ側は５つの送信機を含み、最初の４つの送信機Ｔｘ１からＴｘ４は、
１０Ｇｂｐｓのレートと複数の異なる波長とを使用し、送信機Ｔｘ５は、１Ｇｂｐｓのレ
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ートで送信を実行し、単一の波長を使用する。受信側は、時分割多重化ＴＤＭを用いて複
数の異なるＯＮＵのアップリンクデータに対して時分割処理を実行する２レート受信機Ｒ
ｘのみを有する。アップリンクにおける複数の異なるレートでの受信は、１Ｇｂｐｓ／１
０Ｇｂｐｓの２レート受信機を使用して実行され、複数の異なるＯＮＵのアップリンクデ
ータの受信は、２レート受信機及びＴＤＭを使用することで完了される。
【００７３】
　ＯＮＵ側は５つのＯＮＵを含み、ＯＮＵ１からＯＮＵ４は、Ｔｘ１からＴｘ４のデータ
を受信し、可変フィルタが受信機の前段に配置され、Ｔｘ１からＴｘ４は、可変フィルタ
を使用することで差異をつけられ得る。アップリンクにおいては、固定の統一された波長
が使用され、それはＴＤＭを用いて差異をつけられる。ＯＮＵ５は、そのアップリンク波
長が別のＯＮＵのアップリンク波長と一致しており、かつ、そのダウンリンク波長が固定
である１Ｇｂｐｓ　ＯＮＵであり、Ｔｘ５によって送信された１Ｇｂｐｓの信号を受信す
る。当該別のＯＮＵは、前述の５つのＯＮＵのいずれか１つであってよい。
【００７４】
　実際の動作の間、ＰＯＮシステムの波長チャネル間の負荷分散（Ｌｏａｄ　Ｂａｌａｎ
ｃｉｎｇ、ＬＢ）を実装すべく、ＯＬＴは、ＯＮＵの動作プロセスにおいてＯＮＵに波長
切り換えを実行するよう命令する必要があり得る。例えば、ある適用シナリオにおいては
、波長チャネルＡの負荷が過度に重く、波長チャネルＢがアイドルである場合、ＯＬＴは
、元は波長チャネルＡで動作していたいくつかのＯＮＵを、それらのＯＮＵのアップリン
ク送信波長及びダウンリンク受信波長を調整する方式で波長チャネルＢに切り換えるよう
、波長切換命令を使用して制御し得る。別の適用シナリオにおいて、波長チャネルＡの帯
域幅が、帯域幅に関するＯＮＵの要件を満たし得ず、ＯＮＵが、比較的大きな帯域幅を有
する別の波長チャネルＢに切り換わる必要がある場合、ＯＬＴは、波長チャネルＢと揃え
られるように、ＯＮＵの波長を調整するよう、波長切換命令を使用してＯＮＵを制御し得
る。別の適用シナリオにおいて、エネルギー節約の目的で、ＯＬＴは、ＯＮＵを別の波長
チャネルに切り換えてＯＬＴのエネルギー消費を節約する。
【００７５】
　特定の実装方式において、ＯＮＵが波長切換プロセスを実行する場合、ＯＬＴは通常、
まず波長同調命令をＯＮＵに送る必要があり、ＯＮＵは当該同調命令を受信した後に同調
を開始し、ＯＬＴは、ＯＮＵが切り換えプロセスを完了するまで待機し、切り換えが完了
したかどうかを問い合わせるためのコマンドを送信し続ける。切り換えの完了、及びＯＬ
Ｔの許可命令の受信後、ＯＮＵは、「波長切り換えが既に完了した」ことを示すメッセー
ジをＯＬＴに送信し、ＯＬＴは、ＯＮＵによって送信された完了アクナリッジメッセージ
の受信後、ダウンリンクデータ及びアップリンクデータのタイムスロット許可並びに同様
のもののＯＮＵへの送信を開始する。これにより、ＯＬＴ及びＯＮＵは正常なサービス通
信を回復し、アップリンクデータ及びダウンリンクデータを送受信する。
【００７６】
　図４及び図５に示されるＮＧ‐ＥＰＯＮネットワーキング構造の実施形態に基づいて、
波長切り換えを実行する場合、ＯＮＵは図６ａに示される切り換え方法を使用してよい。
図６ａは、ＯＬＴ及びＯＮＵが波長切り換えを実行する相互作用プロセスを示している。
図６ａでは以下のように示されている。
【００７７】
　当該方法は、光ネットワークユニットＯＮＵの論理リンク識別子ＬＬＩＤと、当該ＯＮ
Ｕに割り当てられた波長とを、ＯＬＴによって多重点制御プロトコルＭＰＣＰメッセージ
の中にカプセル化する段階と、当該ＯＮＵが当該波長に応じて切り換えを実行するようＭ
ＰＣＰメッセージを当該ＯＮＵに送信する段階とを含む。
【００７８】
　その上、ＭＰＣＰメッセージは更に目標調整範囲を保持し得、当該目標調整範囲は、Ｏ
ＮＵに当該目標調整範囲に応じてレーザの波長範囲を調整するよう命令すべく使用される
。
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【００７９】
　具体的に、ＭＰＣＰメッセージのフレームフォーマットは、図９のＷａｖｅＲｅｇｉｓ
ｔｅｒフレーム（図９の中央のフレームフォーマット）によって示され得、ＯＮＵ識別子
、及びＯＮＵに割り当てられた波長は、ＭＰＣＰメッセージの予備フィールドに保持され
、予備フィールドの１または複数のビットを占有する、又は、自己定義フィールド、例え
ばＥｃｈｏｅｄ　Ｗａｖｅｒｉｇｓｔｅｒ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎフィールドに保持さ
れ、２バイト中の１または複数のビットを占有してよい。目標調整範囲は、Ｌａｓｅｒ　
ｔｕｎｉｎｇ　Ｐａｒａｍｅｔｅｒフィールドに保持され、２バイト中の１または複数の
ビットを占有してよい。ＷａｖｅＲｅｇｉｓｔｅｒフレームの別フィールドについては、
先行技術のＭＰＣＰフレームフォーマットの記録が参照されてよく、本明細書において詳
細は記載されない。
【００８０】
　ＯＬＴは波長をＯＮＵに割り当てる。ＯＬＴは、ＯＬＴの現在の波長リソース状況に従
って、ＯＮＵの要件を満たす複数の波長から波長リソースを優先的に選択しＯＮＵに割り
当て得る、又は、ＯＮＵの要件を満たす複数の波長から波長リソースを任意に選択しＯＮ
Ｕに割り当てる、又は、先行技術の別の割り当てアルゴリズムに従って割り当てる。ＯＬ
Ｔが、波長を割り当てるべく具体的にどの方法を使用するかということは、本発明の本実
施形態においては限定されない。
【００８１】
　ＯＮＵ識別子は規格において規定されたＯＮＵ‐ＩＤであってよい、又は、ＯＮＵの論
理リンクＩＤ（Ｌｏｇｉｃ　Ｌｉｎｅ　Ｉｄｅｎｔｉｆｉｅｒ、ＬＬＩＤ）であってよい
、又は、ＯＮＵを一意に特定し得る別の識別子であってよい。
【００８２】
　ＯＮＵは、ＭＰＣＰメッセージを受信し、ＯＮＵに割り当てられた波長と現在の波長が
一致しているかどうかを決定し、一致している場合、ＯＮＵは波長を調整しない、又は、
一致しない場合、ＯＮＵはＯＮＵの波長を、ＯＬＴによって割り当てられた波長に調整す
る。
【００８３】
　その上、当該方法は更に、波長の調整後、波長アクナリッジメッセージをＯＮＵによっ
てＯＬＴに送信する段階を含む。ここで、当該波長アクナリッジメッセージはまた、（前
述のＭＰＣＰメッセージと区別するために第２のＭＰＣＰメッセージと称される）ＭＰＣ
Ｐメッセージを使用して保持されていてもよい。第２のＭＰＣＰメッセージは、ＯＮＵの
調整された波長情報を保持している、又は、波長の調整後、レーザ性能パラメータなどの
情報を保持していてよい。
【００８４】
　具体的に、第２のＭＰＣＰメッセージのフレームフォーマットは図９のＷａｖｅＲｅｇ
ｉｓｔｅｒ＿ａｃｋメッセージ（図９の右のフレームフォーマット）によって示され得、
ＯＮＵの調整された波長情報は、ＭＰＣＰメッセージの予備フィールドに保持され、１ま
たは複数のビットを占有する、又は、自己定義フィールド、例えば、図９に示されるＥｃ
ｈｏｅｄ　Ｗａｖｅｒｉｇｓｔｅｒ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎフィールドにおいて保持さ
れ、２バイト中の１または複数のビットを占有してよい。
【００８５】
　任意選択で、波長の調整後のレーザ性能パラメータは、Ｌａｓｅｒ　ｔｕｎｉｎｇ　Ｐ
ａｒａｍｅｔｅｒフィールドに保持されてよく、２バイトのパラメータであるか、又はＭ
ＰＣＰフレームの予備フィールドに保持されてよい。
【００８６】
　レーザ性能パラメータは、レーザの調整範囲、若しくはレーザの調整速度、又はレーザ
の波長調整性能を反映し得る別のパラメータを含んでよい。
【００８７】
　当該方法は更に、波長切換メッセージを送信する段階の前に、ＯＬＴによって更にクエ
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リメッセージを送信する段階を含む。当該クエリメッセージは、ＭＰＣＰプロトコルを使
用することで保持され、ＯＮＵが、波長を切り換える必要があるかどうかを問い合わせる
べく使用される（区別のため、当該ＭＰＣＰメッセージは第３のＭＰＣＰメッセージと称
されてよい）。
【００８８】
　クエリメッセージのフレームフォーマットについては、図７のＧＡＴＥメッセージが参
照されてよい。
【００８９】
　具体的に、クエリメッセージは、先行技術のＧＡＴＥメッセージのフレームフォーマッ
トを使用してよく、当該ＧＡＴＥメッセージのフレームフォーマットは、図７に示される
フレームフォーマットを使用してよい。既存のＧＡＴＥメッセージのＤｉｓｃｏｖｅｒｙ
　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎフィールドは、２バイト、つまり、合計１６ビットの長さを有
する。ここで、図６ａに示されるように、ビット０からビット５はそれぞれ何らかの情報
（当該図では示されていない、既存の規格における記録を参照する）を特定すべく使用さ
れ、ビット６からビット１５は予備フィールドであり、メッセージタイプを特定すべく、
ビット６からビット１５の中から１または複数のビットが任意に選択される。例えば、第
６番目のビットが１である場合、当該第６番目のビットは、ＧＡＴＥメッセージが波長切
り換えのために使用されることを特定する、又は、第６番目のビットが０である場合、当
該第６番目のビットは、ＧＡＴＥメッセージが別の目的のために使用されることを特定す
る。
【００９０】
　クエリメッセージは、特定のＯＮＵのみに送信されるユニキャストメッセージであって
よい、又は、全ＯＮＵに送信されるブロードキャストメッセージであってよい。クエリメ
ッセージを受信する場合、ＯＮＵは、当該メッセージに対して応答し、波長切換要求メッ
セージを送信する。ここで、当該波長切換要求メッセージは、（区別のために、第４のＭ
ＰＣＰメッセージと特定される）ＭＰＣＰメッセージを使用することによって保持されて
いる。当該メッセージは、図６ｂのＷａｖｅＲｅｇｉｓｔｅｒ＿ｒｅｑメッセージである
。
【００９１】
　ＷａｖｅＲｅｇｉｓｔｅｒ＿ｒｅｑメッセージは、ＯＮＵを一意に特定するために使用
される識別子、例えば、ＯＮＵ識別子ＯＮＵ‐ＩＤ、又は論理リンク識別子ＬＬＩＤ（図
６ｂにおいて使用されているＬＬＩＤ）を保持している、又は、更に、ＯＮＵの現在の波
長（図６ｂにおいて使用されている現在の波長の情報）を保持していてよい。
【００９２】
　その上、ＷａｖｅＲｅｇｉｓｔｅｒ＿ｒｅｑメッセージは更に、ＯＮＵの現在のレーザ
の性能パラメータ、例えば、レーザの波長調整可能範囲、若しくはレーザの波長調整速度
、又は、波長調整に関連した別のパラメータを保持していてよい。
【００９３】
　レーザの波長調整可能範囲は、ＯＮＵのレーザの波長範囲を特定すべく使用され、ＯＬ
Ｔは、ＯＮＵによって報告されたレーザの波長調整可能範囲に従って、この範囲内の波長
をＯＮＵに割り当ててよい。波長調整速度はＯＮＵのレーザの波長調整の幅又は速度を特
定すべく使用され、例えば、ＯＮＵのレーザの波長調整幅は１ナノメートルｎｍである、
つまり、調整された波長が、ＯＬＴによってＯＮＵに割り当てられた波長になるまで、Ｏ
ＮＵのレーザは毎回１ｎｍの幅だけ波長を増大させる。波長調整速度は、ＯＮＵが波長調
整動作を完了するのにかかる時間についてのＯＬＴにとっての参照を提供し得る。
【００９４】
　ＯＬＴによってＯＮＵに割り当てられた波長が、ＯＮＵの波長調整可能範囲内でない場
合、ＯＮＵは波長切り換えを実行しないということに留意する価値がある。
【００９５】
　具体的に、ＷａｖｅＲｅｇｉｓｔｅｒ＿ｒｅｑメッセージは、図９のＷａｖｅＲｅｇｉ
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ｓｔｅｒ＿ｒｅｑフレームフォーマット（図９の左のフレームフォーマット）を使用し得
る。ＯＮＵのＯＮＵ識別子及び現在の波長の情報は、Ｗａｖｅ　Ｒｅｇｉｓｔｅｒ　Ｉｎ
ｆｏｒｍａｔｉｏｎフィールドに保持されてよく、２バイトを使用し、当該２バイト中の
１または複数のビットを占有してよい。ＯＮＵのレーザの性能パラメータは、Ｌａｓｅｒ
　ｔｕｎｉｎｇ　ｐａｒａｍｅｔｅｒフィールドに保持されてよく、２バイトを使用し、
当該２バイト中の１または複数のビットを占有してよい。
【００９６】
　好ましくは、当該方法は更に、ＯＮＵの波長切換プロセスが完了するまでＯＬＴが待機
する場合、切り換えが完了したかどうかを問い合わせるコマンド、例えば、図６ｂのＧＡ
ＴＥ２メッセージをＯＬＴによって送信し続ける段階を含む。当該メッセージは、ユニキ
ャストメッセージであり、波長切換コマンドに応答するＯＮＵのみに送信される。
【００９７】
　具体的に、図８に示されるように、図８は、ＧＡＴＥメッセージ拡張の具体的な実施形
態を示している。ＧＡＴＥタイプのＭＰＣＰメッセージは、ｎｏｒｍａｌ　ＧＡＴＥ　Ｍ
ＰＣＰＤＵ及びｄｉｓｃｏｖｅｒｙ　ＧＡＴＥ　ＭＰＣＰＤＵの２つのタイプに分類され
る。波長切り換え機能を実装するＧＡＴＥメッセージは２つの実装方式を有してよい。１
つの方式は、拡張がｄｉｓｃｏｖｅｒｙ　ＧＡＴＥ　ＭＰＣＰＤＵに基づいて実行され、
前述の図において示されるように、ｄｉｓｃｏｖｅｒｙ　ＧＡＴＥ　ＭＰＣＰＤＵのＤｉ
ｓｃｏｖｅｒｙ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎの予備ビットが拡張され、ＧＡＴＥメッセージ
の目的（つまり、ＧＡＴＥメッセージは波長切り換えのために使用される、又は、別の目
的のために使用される）を特定すべく、任意の予備ビットが使用されるというものである
。当該ビットの値が０である場合、そのビットは「別の目的用」であると特定し、当該ビ
ットの値が１である場合、そのビットは、「波長切換メッセージ用」であると特定する。
もう１つの方式は、以下の表に示されるように、最新（第３の）ＧＡＴＥメッセージ：Ｗ
ａｖｅＲｅｇｉｓｔｅｒ　ＧＡＴＥ　ＭＰＣＰＤＵを自己規定するというものである。
【表１】

【００９８】
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　Ｄｅｓｔｉｎａｔｉｏｎ　Ａｄｄｒｅｓｓは、宛先アドレス、つまりメッセージの送信
先のＩＰアドレスを特定すべく使用される。
【００９９】
　Ｓｏｕｒｃｅ　Ａｄｄｒｅｓｓは、送信元アドレス、つまり、メッセージの送信元のＩ
Ｐアドレスを特定すべく使用される。
【０１００】
　Ｌｅｎｇｔｈ／Ｔｙｐｅは、メッセージの長さ又はタイプを特定すべく使用される。
【０１０１】
　Ｏｐｃｏｄｅは、メッセージのオペレーションコードを特定すべく使用される。
【０１０２】
　Ｔｉｍｅｓｔａｍｐは、メッセージのタイムスタンプを特定すべく使用される。
【０１０３】
　Ｎｕｍｂｅｒ　ｏｆ　ｇｒａｎｔｓ／ｆｌａｇｓは、メッセージのグラント数／識別子
を特定すべく使用される。
【０１０４】
　Ｇｒａｎｔ＃１　Ｓｔａｒｔ　ｔｉｍｅは、メッセージのグラント開始時間を特定すべ
く使用される。
【０１０５】
　Ｇｒａｎｔ＃１　Ｌｅｎｇｔｈは、メッセージのグラント長を特定すべく使用される。
【０１０６】
　Ｓｙｎｃ　Ｔｉｍｅは、メッセージの同期時間を特定すべく使用される。
【０１０７】
　当該メッセージを元のＧＡＴＥメッセージと区別すべく、メッセージのオペレーション
コードは区別のために０ｘ００１０に設定されてよい。
【０１０８】
　任意選択で、当該メッセージを元のＧＡＴＥメッセージと区別すべく別の方法が更に使
用されてよい。例えば、ある実装方式は、Ｎｕｍｂｅｒ　ｏｆ　ｇｒａｎｔｓ／ｆｌａｇ
ｓを使用することで特定を行う。図７ｂは、Ｎｕｍｂｅｒ　ｏｆ　ｇｒａｎｔｓ／ｆｌａ
ｇｓフィールドの各バイトの定義を示している。ここで、第３番目のビットはＤｉｓｃｏ
ｖｅｒｙと称され、０がＮｏｒｍａｌ　ＧＡＴＥメッセージ、１がＤｉｓｃｏｖｅｒｙ　
ＧＡＴＥメッセージを表す。ＷａｖｅＲｅｇｉｓｔｅｒ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎが追加
された場合、Ｆｌａｇｓは８ｂｉｔから１６ｂｉｔに拡張されてよく、１６ｂｉｔのうち
の２つのｂｉｔがタイプを特定すべく使用される。例えば、００はｎｏｒｍａｌ　ＧＡＴ
Ｅを表し、０１は、Ｄｉｓｃｏｖｅｒｙ　ＧＡＴＥを表し、１０はＷａｖｅＲｅｇｉｓｔ
ｅｒ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎメッセージを表す。
【０１０９】
　ＷａｖｅＲｅｇｉｓｔｅｒ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎは、メッセージの目的を特定すべ
く使用され、そのフィールド長は２バイト、つまり合計１６ビットである。例えば、第１
番目のビットがメッセージの目的を特定すべく選択され、第１番目のビットが１である場
合、第１番目のビットは、当該メッセージが波長切り換えのために使用されることを特定
する、又は、第１番目のビットが０である場合、第１番目のビットは、当該メッセージが
別の目的のために使用されることを特定する。特定のために別のビットもまた使用されて
よいことは言うまでもない。
【０１１０】
　Ｐａｄ／Ｒｅｓｅｒｖｅｄは、メッセージの予備フィールドを特定すべく使用される。
【０１１１】
　ＦＣＳは、メッセージのフレームシーケンスチェックを特定すべく使用される。
【０１１２】
　図９ａは、図９ａに示されるように、Ｗａｖｅｒｅｇｉｓｔｅｒ＿ｒｅｑメッセージ、
Ｗａｖｅｒｅｇｉｓｔｅｒメッセージ、及びＷａｖｅｒｅｇｉｓｔｅｒ＿ａｃｋメッセー
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ジの具体的な実施形態を示している。図８は、従来のＭＰＣＰフレームフォーマットを示
しており、オペレーションコードＯｐｃｏｄｅが０００２である場合、それは、フレーム
がＧＡＴＥフレームであることを表す、又は、オペレーションコードが０００３である場
合、フレームはＲＥＰＯＲＴフレームである、又は、オペレーションコードが０００４で
ある場合、フレームはＲＥＧＩＳＴＥＲ＿ＲＥＱフレームである、又は、オペレーション
コードが０００５である場合、フレームはＲＥＧＩＳＴＥＲフレームである、又は、オペ
レーションコードが０００６である場合、フレームはＲＥＧＩＳＴＥＲ＿ＡＣＫフレーム
である。オペレーションコードＯｐｃｏｄｅが０００７からＦＦＦＤである場合、フレー
ムは予備フィールドである。
【０１１３】
　図９ａに示されるように、ＯＰＣＯＤＥの予備フィールドは、本発明の本実施形態にお
いて、ＷａｖｅＲＥＧＩＳＴＥＲ＿ＲＥＱフレームメッセージ、ＷａｖｅＲＥＧＩＳＴＥ
Ｒフレームメッセージ、及びＷａｖｅＲＥＧＩＳＴＥＲ＿ＡＣＫフレームメッセージを拡
張すべく使用される。例えば、ｏｐｃｏｄｅ＝０００７は、ＷａｖｅＲＥＧＩＳＴＥＲ＿
ＲＥＱを表し、ｏｐｃｏｄｅ＝０００８は、ＷａｖｅＲＥＧＩＳＴＥＲを表し、ｏｐｃｏ
ｄｅ＝０００９はＷａｖｅＲＥＧＩＳＴＥＲ＿ＡＣＫを表す。
【０１１４】
　図１０は、図６ｂに示された波長切換方法の装置１０００をサポート又は実装すべく使
用される実施形態を示している。装置１０００は、処理ユニット１０１０及び送信ユニッ
ト１０２０を含む。図１０に示されるように、処理ユニット１０１０は、光ネットワーク
ユニットＯＮＵの論理リンク識別子ＬＬＩＤと、ＯＮＵに割り当てられた波長とを第１の
多重点制御プロトコルＭＰＣＰメッセージにカプセル化するよう構成されている。送信ユ
ニット１０２０は、当該ＭＰＣＰメッセージをＯＮＵに送信するよう構成されている。
【０１１５】
　その上、処理ユニット１０１０は更に、第２のＭＰＣＰメッセージをＯＮＵに送信する
よう構成されている。ここで、当該第２のＭＰＣＰメッセージは、光ネットワークユニッ
トＯＮＵに波長切り換えを実行するよう命令する識別子と、波長切換ウィンドウ情報とを
保持している。
【０１１６】
　その上、装置１０００は更に、当該第２のＭＰＣＰメッセージの応答メッセージを受信
するよう構成された受信ユニット１０３０を含む。ここで、当該応答メッセージは第３の
ＭＰＣＰメッセージ内に保持されており、当該応答メッセージはＯＮＵの論理リンク識別
子ＬＬＩＤを保持している。
【０１１７】
　当該応答メッセージ更に、ＯＮＵのレーザの現在の波長の情報を保持している。当該応
答メッセージは更に、次の情報：ＯＮＵのレーザの波長調整可能範囲、又は、ＯＮＵのレ
ーザの波長調整速度、のうちの少なくとも１つを保持している。
【０１１８】
　任意選択で、送信ユニット１０２０は更に、クエリメッセージをＯＮＵに送信するよう
構成されている。ここで、当該クエリメッセージは、第３の多重点制御プロトコルＭＰＣ
Ｐメッセージ内に保持されており、光ネットワークユニットＯＮＵが、波長切り換えを実
行する必要があるかどうかを問い合わせるべく使用され、当該クエリメッセージは波長切
換ウィンドウ情報を保持している。
【０１１９】
　当該クエリメッセージ、又は波長切換要求メッセージは、多重点制御プロトコルＭＰＣ
Ｐフレームフォーマットを使用して送信される。ＯＮＵ識別子、及びＯＮＵに割り当てら
れた波長についての情報は、ＭＰＣＰメッセージの予備フィールドに設定される。
【０１２０】
　ＭＰＣＰメッセージのフレーム構造について、方法の複数の実施形態におけるその実施
形態が参照されてよい、又は、図７、図８、及び図９に示されるフレーム構造が参照され



(20) JP 2017-516406 A 2017.6.15

10

20

30

40

50

てよく、本明細書においては詳細に記載されない。
【０１２１】
　具体的に、当該装置は、フィールドプログラマブルゲートアレイ（Ｆｉｅｌｄ‐Ｐｒｏ
ｇｒａｍｍａｂｌｅ　Ｇａｔｅ　Ａｒｒａｙ、ＦＰＧＡ）であってよい、又は、特定用途
向け集積回路（Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｐｅｃｉｆｉｃ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃ
ｉｒｃｕｉｔ、ＡＳＩＣ）を使用してよい、又は、システムオンチップ（Ｓｙｓｔｅｍ　
ｏｎ　Ｃｈｉｐ、ＳｏＣ）を使用してよい、又は中央処理装置（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏ
ｃｅｓｓｏｒ　Ｕｎｉｔ、ＣＰＵ）を使用してよい、又は、ネットワークプロセッサ（Ｎ
ｅｔｗｏｒｋ　Ｐｒｏｃｅｓｓｏｒ、ＮＰ）を使用してよい、又は、デジタル信号プロセ
ッサ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｏｒ、ＤＳＰ）を使用してよい、
又は、マイクロコントローラ（Ｍｉｃｒｏ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｒ　Ｕｎｉｔ、ＭＣＵ）
を使用してよい、又は、プログラマブル論理デバイス（Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　Ｌｏ
ｇｉｃ　Ｄｅｖｉｃｅ、ＰＬＤ）若しくは別の集積チップを使用してよい物理的実体を使
用することで表現されてよい。
【０１２２】
　図１１は、波長切換方法の実施形態をサポート又は実装すべく使用される装置１１００
を示している。装置１１００は、受信ユニット１１１０及び処理ユニット１１２０を含む
。受信ユニット１１１０は、光回線終端装置ＯＬＴによって送信された第１の多重点制御
プロトコルＭＰＣＰメッセージを受信するよう構成されており、当該第１のＭＰＣＰメッ
セージは、光ネットワークユニットＯＮＵの論理リンク識別子ＬＬＩＤと、当該ＯＮＵに
割り当てられた波長とを保持している。
【０１２３】
　処理ユニット１１２０は、当該ＯＮＵに割り当てられた波長と、当該ＯＮＵの現在の波
長とが同一であるかどうかを決定し、同一でない場合、当該ＯＮＵの波長を当該ＯＮＵに
割り当てられた波長に調整するよう構成されている。
【０１２４】
　その上、受信ユニットは更に、ＯＬＴによって送信され、かつＯＮＵに波長切り換えを
実行するよう命令する第２のＭＰＣＰメッセージを受信するよう構成されており、処理ユ
ニットは更に、当該ＯＮＵのＬＬＩＤを第３の多重点制御プロトコルＭＰＣＰメッセージ
の中にカプセル化し、当該第３のＭＰＣＰメッセージをＯＬＴに送信するよう構成されて
いる。
【０１２５】
　当該第３のＭＰＣＰメッセージは更に、当該ＯＮＵのレーザの現在の波長を保持してい
る。当該第３のＭＰＣＰメッセージは更に、次の情報：当該ＯＮＵのレーザの波長調整可
能範囲、又は、当該ＯＮＵのレーザの波長調整速度、のうちの少なくとも１つを保持して
いる。
【０１２６】
　その上、当該装置１１００は更に、第４のＭＰＣＰメッセージをＯＬＴに送信するよう
構成された送信ユニット１１３０を含む。ここで、当該第４のＭＰＣＰメッセージは、当
該ＯＮＵの調整された波長を保持している。
【０１２７】
　ＭＰＣＰメッセージのフレーム構造について、方法の複数の実施形態におけるその実施
形態が参照されてよい、又は、図７、図８、及び図９に示されるフレーム構造が参照され
てよく、本明細書においては詳細に記載されない。
【０１２８】
　具体的に、当該装置は、フィールドプログラマブルゲートアレイ（Ｆｉｅｌｄ‐Ｐｒｏ
ｇｒａｍｍａｂｌｅ　Ｇａｔｅ　Ａｒｒａｙ、ＦＰＧＡ）であってよい、又は、特定用途
向け集積回路（Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｐｅｃｉｆｉｃ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃ
ｉｒｃｕｉｔ、ＡＳＩＣ）を使用してよい、又は、システムオンチップ（Ｓｙｓｔｅｍ　
ｏｎ　Ｃｈｉｐ、ＳｏＣ）を使用してよい、又は中央処理装置（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏ
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ｃｅｓｓｏｒ　Ｕｎｉｔ、ＣＰＵ）を使用してよい、又は、ネットワークプロセッサ（Ｎ
ｅｔｗｏｒｋ　Ｐｒｏｃｅｓｓｏｒ、ＮＰ）を使用してよい、又は、デジタル信号プロセ
ッサ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｏｒ、ＤＳＰ）を使用してよい、
又は、マイクロコントローラ（Ｍｉｃｒｏ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｒ　Ｕｎｉｔ、ＭＣＵ）
を使用してよい、又は、プログラマブル論理デバイス（Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　Ｌｏ
ｇｉｃ　Ｄｅｖｉｃｅ、ＰＬＤ）若しくは別の集積チップを使用してよい物理的実体を使
用することで表現されてよい。
【０１２９】
　図１２は、本明細書において開示される複数のコンポーネント及び複数の方法のうちの
１又は複数の実施形態を実装するのに適した典型的な汎用ネットワークコンポーネント１
２００を示している。ネットワークコンポーネント１２００は、（中央処理装置、又はＣ
ＰＵと称されてよい）プロセッサ１２０２を含んでよく、当該プロセッサは、次のもの：
二次記憶装置１２０４、リードオンリメモリ（ＲＯＭ）１２０６、ランダムアクセスメモ
リ（ＲＡＭ）１２０８を含む複数の記憶装置、入出力（Ｉ／Ｏ）装置１２１０、及びネッ
トワーク接続装置１２１２と通信する。プロセッサ１２０２は、１又は複数のＣＰＵチッ
プとして実装されてよい、又は、１又は複数の特定用途向け集積回路（ａｐｐｌｉｃａｔ
ｉｏｎ　ｓｐｅｃｉｆｉｃ　ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　ｃｉｒｃｕｉｔ、ＡＳＩＣ）の一部
であってよい。
【０１３０】
　ネットワークコンポーネント１２００はＯＬＴに適用されてよい、又は、ＯＮＵに適用
されてよい。
【０１３１】
　二次記憶装置１２０４は通常、１又は複数のディスクドライブ、又はテープドライブを
含み、データの不揮発的な記憶を行うよう構成されており、ＲＡＭ１２０８の容量が、全
ワークデータを格納するほど大きくない場合、二次記憶装置は、オーバーフローデータを
格納するための装置として使用される。二次記憶装置１２０４は、プログラムを格納する
よう構成されてよく、当該プログラムが実行されるべく選択された場合、当該プログラム
はＲＡＭ１２０８の中にロードされる。ＲＯＭ１２０６は、プログラム実行中に読み出さ
れる命令及びデータを格納するよう構成されている。ＲＯＭ１２０６は、通常、二次記憶
装置１２０４のより大きな記憶容量と比べて相対的に小さい記憶容量を有する不揮発性記
憶装置である。ＲＡＭ１２０８は、揮発データを格納するよう構成されており、更に、命
令を格納するよう構成されていてよい。ＲＯＭ１２０６及びＲＡＭ１２０８の両方へのア
クセスは通常、二次記憶装置１２０４へのアクセスより速い。
【０１３２】
　装置１２００がメモリ内の命令を実行する場合、プロセッサは方法の複数の実施形態の
方法の複数の段階を実行する。具体的な処理について、方法の複数の実施形態が参照され
てよく、本明細書においては詳細に記載されない。
【０１３３】
　本発明の実施形態は更に、プロセッサ及び光モジュールを含む光回線終端装置を開示す
る。ここで、プロセッサは、装置の実施形態の装置１０００であってよい。
【０１３４】
　本発明の実施形態は更に、プロセッサ及び光電変換器を含む光ネットワークユニットを
開示する。ここで、プロセッサは、装置の実施形態の装置１１００であってよい。
【０１３５】
　本発明の実施形態は更に、図１に示されるようなＯＬＴ及びＯＮＵを含む受動光ネット
ワークシステムを開示する。ここで、ＯＬＴは前述の実施形態の装置１０００を含む、又
は、ＯＮＵは、前述の実施形態の装置１１００を含み、波長切り換えが行われる必要があ
る場合、ＯＬＴ及びＯＮＵは、方法の実施形態における方法の複数のプロセスを実行する
。
【０１３６】
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　本明細書は少なくとも１つの実施形態を開示し、それらの実施形態及び／又はそれらの
実施形態の特徴に対して当業者によって施された変更、組み合わせ、及び／又は変形は、
本発明の範囲内に含まれる。それらの実施形態の特徴を組み合わせる、統合する、及び／
又は省略することによって作り出された代替的な実施形態もまた、本発明の範囲内に含ま
れる。数的な範囲又は限定が明確に述べられている場合では、そのような表現の範囲又は
限定は、明確に述べられた範囲又は限定内に含まれる同様な大きさの反復的な範囲又は限
定を含む（例えば、約１から約１０とは、２、３、４等を含み、０．１０より高いとは、
０．１１、０．１２、０．１３等を含む）ものと理解されるべきである。例えば、下限Ｒ
ｌ及び上限Ｒｕを有する数的な範囲が開示される場合はいつでも、その範囲内に含まれる
如何なる数も具体的に開示される。請求項の任意の要素に関して、「任意選択で」という
用語の使用は、当該要素が必要であること、又は、当該要素が不要であることを意味し、
両選択肢は、当該請求項の範囲内に含まれる。備える、含む、及び、有するなどのより広
義の用語を使用するときは、～から成る、基本的に～から成る、及び、実質的に～から構
成されるなどのより狭義の用語のサポートも提供するものと理解されるべきである。従っ
て、保護範囲は、前述の説明によっては限定されず、添付の特許請求の範囲によって規定
されるものであり、当該範囲は、添付の特許請求の範囲の複数の主題の全ての等価物を含
む。各請求項は、更に開示された内容として本明細書に組み込まれ、添付の特許請求の範
囲は本発明の複数の実施形態である。開示された内容におけるいずれの参考文献、特に、
その公開日が本出願の優先日より後であるいずれの参考文献の考察も、先行技術であると
は認められない。本発明において引用された全ての特許、特許出願、及び公報の開示され
た内容は、これにより参照として組み込まれ、本発明を補うための例示の、手順の、及び
他の詳細を提供する。
【０１３７】
　本発明においていくつかの実施形態が提供されたが、開示されたシステム及び方法は、
本発明の主旨又は範囲から逸脱することなく、他の多数の具体的な形態で具体化され得る
ことが理解されるべきである。本発明の例は、例示的なものであって、限定的なものでは
ないとみなされるべきであり、本発明は、本明細書において与えられた詳細には限定され
ない。例えば、別のシステムでは様々な要素若しくは構成要素が組み合わされてよい、若
しくは統合されてよい、又は、いくつかの特徴は省略されてよい、若しくは実装されなく
てよい。
【０１３８】
　加えて、様々な実施形態において個別又は別個のものとして記載及び例示された技術、
システム、サブシステム、及び方法は、本発明の範囲から逸脱することなく、他のシステ
ム、モジュール、技術、又は方法と組み合わされてよい、又は統合されてよい。相互結合
、又は直接結合、又は通信として示され又は論じられた他の複数の項目がまた、インタフ
ェース、装置、又は中間コンポーネントを使用することによって、電気的、機械的、又は
別の形態で間接的に結合されてよい、又は間接的に通信してよい。変更、置換、及び修正
を有する他の例は、当業者によって決定されてよく、本明細書に開示された主旨及び範囲
から逸脱することなく実装されてよい。
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【図１】 【図２】

【図３】 【図４】
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【図５】 【図６ａ】

【図６ｂ】 【図６ｃ】
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【図７ａ】 【図７ｂ】

【図８】 【図９】

【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【手続補正書】
【提出日】平成28年12月21日(2016.12.21)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光ネットワークユニットＯＮＵの論理リンク識別子（ＬＬＩＤ）と、前記ＯＮＵに割り
当てられた波長とを第１の多重点制御プロトコルＭＰＣＰメッセージの中にカプセル化す
る段階と、前記ＯＮＵが前記波長に応じて切り換えを実行するよう、前記第１のＭＰＣＰ
メッセージを前記ＯＮＵに送信する段階と
　を備える、波長切り換えのための方法。
【請求項２】
　第２のＭＰＣＰメッセージを前記ＯＮＵに送信する段階を更に備え、前記第２のＭＰＣ
Ｐメッセージは、前記光ネットワークユニットＯＮＵに波長切り換えを実行するよう命令
する識別子と、波長切換ウィンドウ情報とを保持している、
　請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記第２のＭＰＣＰメッセージの応答メッセージを受信する段階を更に備え、前記応答
メッセージは第３のＭＰＣＰメッセージ内に保持されており、前記応答メッセージは、前
記ＯＮＵの前記論理リンク識別子ＬＬＩＤを保持している、
　請求項２に記載の方法。
【請求項４】



(27) JP 2017-516406 A 2017.6.15

　前記応答メッセージは更に、前記ＯＮＵのレーザの現在の波長の情報を保持している、
請求項３に記載の方法。
【請求項５】
　前記応答メッセージは更に、次の情報：前記ＯＮＵの前記レーザの波長調整可能範囲、
又は、前記ＯＮＵの前記レーザの波長調整速度、のうちの少なくとも１つを保持している
、請求項４に記載の方法。
【請求項６】
　光回線終端装置ＯＬＴによって送信された第１の多重点制御プロトコルＭＰＣＰメッセ
ージを受信する段階であって、前記第１のＭＰＣＰメッセージは、光ネットワークユニッ
トＯＮＵの論理リンク識別子ＬＬＩＤと前記ＯＮＵに割り当てられた波長とを保持してい
る、段階と、
　前記ＯＮＵに割り当てられた前記波長と前記ＯＮＵの現在の波長とが同一であるかどう
かを決定し、同一でない場合、前記ＯＮＵの前記波長を前記ＯＮＵに割り当てられた前記
波長に調整する段階と、
　を備える、波長切り換えのための方法。
【請求項７】
　光回線終端装置ＯＬＴによって送信された多重点制御プロトコル（ＭＰＣＰ）メッセー
ジを受信する前記段階の前に、
　前記ＯＬＴによって送信され、かつ、前記ＯＮＵに波長切り換えを実行するよう命令す
る第２のＭＰＣＰメッセージを受信する段階であって、前記第２のＭＰＣＰメッセージは
、前記光ネットワークユニットＯＮＵに波長切り換えを実行するよう命令する識別子と、
波長切換ウィンドウ情報とを保持している、段階と
　前記ＯＮＵの前記論理リンク識別子ＬＬＩＤを第３の多重点制御プロトコルＭＰＣＰメ
ッセージの中にカプセル化し、前記第３のＭＰＣＰメッセージを前記ＯＬＴに送信する段
階と、
　を更に備える、請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　前記第３のＭＰＣＰメッセージは更に、前記ＯＮＵのレーザの現在の波長を保持してい
る、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記第３のＭＰＣＰメッセージは更に、次の情報：前記ＯＮＵの前記レーザの波長調整
可能範囲、又は、前記ＯＮＵの前記レーザの波長調整速度、のうちの少なくとも１つを保
持している、請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　第４のＭＰＣＰメッセージを前記ＯＬＴに送信する段階を更に備え、前記第４のＭＰＣ
Ｐメッセージは前記ＯＮＵの調整された波長を保持している、
　請求項６から９の何れか一項に記載の方法。
【請求項１１】
　光ネットワークユニットＯＮＵの論理リンク識別子ＬＬＩＤと、前記ＯＮＵに割り当て
られた波長とを第１の多重点制御プロトコルＭＰＣＰメッセージの中にカプセル化するよ
う構成された処理ユニットと、
　前記ＭＰＣＰメッセージを前記ＯＮＵに送信するよう構成された送信ユニットと、
　を備える波長切り換えのための装置。
【請求項１２】
　前記処理ユニットは更に、前記光ネットワークユニットＯＮＵに波長切り換えを実行す
るよう命令する識別子と、波長切換ウィンドウ情報とを保持している第２のＭＰＣＰメッ
セージを前記ＯＮＵに送信するよう構成されている、請求項１１に記載の装置。
【請求項１３】
　前記装置は更に、前記第２のＭＰＣＰメッセージの応答メッセージを受信するよう構成
された受信ユニットを備え、前記応答メッセージは第３のＭＰＣＰメッセージ内に保持さ
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れており、前記応答メッセージは前記ＯＮＵの前記論理リンク識別子ＬＬＩＤを保持して
いる、請求項１２に記載の装置。
【請求項１４】
　前記応答メッセージは更に、前記ＯＮＵのレーザの現在の波長の情報を保持している、
請求項１３に記載の装置。
【請求項１５】
　応答メッセージは更に、次の情報：前記ＯＮＵの前記レーザの波長調整可能範囲、又は
、前記ＯＮＵの前記レーザの波長調整速度、のうちの少なくとも１つを保持している、請
求項１４に記載の装置。
【請求項１６】
　光ネットワークユニットＯＮＵの論理リンク識別子ＬＬＩＤと、前記ＯＮＵに割り当て
られた波長とを保持している、光回線終端装置ＯＬＴによって送信された第１の多重点制
御プロトコルＭＰＣＰメッセージを受信するよう構成された受信ユニットと、
　前記ＯＮＵに割り当てられた前記波長と前記ＯＮＵの現在の波長とが同一であるかどう
かを決定し、同一でない場合、前記ＯＮＵの前記波長を前記ＯＮＵに割り当てられた前記
波長に調整するよう構成された処理ユニットと、
　を備える波長切り換えのための装置。
【請求項１７】
　前記受信ユニットは更に、前記ＯＬＴによって送信され、かつ、前記ＯＮＵに波長切り
換えを実行するよう命令する第２のＭＰＣＰメッセージを受信するよう構成されており、
　前記処理ユニットは更に、前記ＯＮＵの前記ＬＬＩＤを第３の多重点制御プロトコルＭ
ＰＣＰメッセージの中にカプセル化し、前記第３のＭＰＣＰメッセージを前記ＯＬＴに送
信するよう構成されている、
　請求項１６に記載の装置。
【請求項１８】
　前記第３のＭＰＣＰメッセージは更に、前記ＯＮＵのレーザの現在の波長を保持してい
る、請求項１７に記載の装置。
【請求項１９】
　前記第３のＭＰＣＰメッセージは更に、次の情報：前記ＯＮＵの前記レーザの波長調整
可能範囲、又は、前記ＯＮＵの前記レーザの波長調整速度、のうちの少なくとも１つを保
持している、請求項１８に記載の装置。
【請求項２０】
　前記装置は更に、前記ＯＮＵの調整された波長を保持している第４のＭＰＣＰメッセー
ジを前記ＯＬＴに送信するよう構成された送信ユニットを備える、請求項１６から１９の
何れか一項に記載の装置。
【請求項２１】
　請求項１１から１５の何れか一項に記載の波長切り換えのための装置を含むプロセッサ
を備える、光回線終端装置。
【請求項２２】
　請求項１６から２０の何れか一項に記載の波長切り換えのための装置を含むプロセッサ
を備える、光ネットワークユニット。
【請求項２３】
　光回線終端装置ＯＬＴ及び光ネットワークユニットＯＮＵを備える受動光ネットワーク
ＰＯＮシステムであって、前記光回線終端装置ＯＬＴは、光分配ネットワークＯＤＮを使
用することで少なくとも１つのＯＮＵに接続され、かつ、前記ＯＬＴは、請求項２１に記
載の光回線終端装置を備える、又は、前記ＯＮＵは請求項２２に記載の光ネットワークユ
ニットを備える、受動光ネットワークＰＯＮシステム。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５８
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【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５８】
　本発明の複数の実施形態において添付図面を参照して、本発明の複数の実施形態におけ
る技術的な解決手段を以下で明確に説明する。説明される複数の実施形態が、本発明の複
数の実施形態のうちの単に一部に過ぎず、全てではないことは明らかである。創造努力な
しに本発明の複数の実施形態に基づいて当業者によって得られる他の全ての実施形態は、
本発明の保護範囲内に含まれるものとする。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６０】
　図１はＰＯＮ１００の一実施形態を示している。ＰＯＮ１００は、１つのＯＬＴ１１０
、複数のＯＮＵ１２０、及び１つのＯＤＮ１３０を含んでよい。ＯＤＮ１３０は、ＯＬＴ
１１０及び各ＯＮＵ１２０に連結されてよい。ＰＯＮ１００は、データをＯＬＴ１１０と
各ＯＮＵ１２０との間に分配するための如何なる能動的なコンポーネントも必要としない
通信ネットワークであってよい。それどころか、ＰＯＮ１００は、ＯＤＮ１３０において
データをＯＬＴ１１０と各ＯＮＵ１２０との間で分配すべく受動的な光コンポーネントを
使用してよい。ＰＯＮ１００は、ＮＧＡ（Ｎｅｘｔ　Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ　Ａｃｃｅｓ
ｓ、次世代アクセス）システム、例えば、約１０Ｇｂｐｓのダウンリンク帯域幅と、少な
くとも約２．５Ｇｂｐｓのアップリンク帯域幅とを有し得るＸＧＰＯＮ（１０‐ギガビッ
ト受動光ネットワークとも称され得る１０Ｇｉｇａｂｉｔ　ＰＯＮ）であってよい、又は
、１０Ｇ‐ＥＰＯＮ（１０Ｇｉｇａｂｉｔ　Ｅｔｈｅｒｎｅｔ（登録商標）　ＰＯＮ、１
０‐ギガビットイーサネット（登録商標）受動光ネットワーク）であってよい。ＰＯＮ１
００に適した別の例としては、国際電気通信連合　電気通信標準化部門（Ｉｎｔｅｒｎａ
ｔｉｏｎａｌ　Ｔｅｌｅｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ　Ｕｎｉｏｎ　Ｔｅｌｅｃｏｍｍｕ
ｎｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｔａｎｄａｒｄｉｚａｔｉｏｎ　Ｓｅｃｔｏｒ、ＩＴＵ‐Ｔ）Ｇ．
９８３規格によって規定された非同期転送モードＰＯＮ（Ａｓｙｎｃｈｒｏｎｏｕｓ　Ｔ
ｒａｎｓｆｅｒ　Ｍｏｄｅ　ＰＯＮ、ＡＰＯＮ）及びブロードバンドＰＯＮ（Ｂｒｏａｄ
ｂａｎｄ　ＰＯＮ、ＢＰＯＮ）、ＩＴＵ‐Ｔ　Ｇ．９８４規格によって規定されたＧＰＯ
Ｎ、米国電気電子学会（Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　ｏｆ　Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌ　ａｎｄ　Ｅ
ｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｓ、ＩＥＥＥ）８０２．３ａｈ規格によって規
定されたＥＰＯＮ、ＩＥＥＥ８０２．３ａｖ規格において記載されている１０ＧＥＰＯＮ
、並びに、波長分割多重ＰＯＮ（Ｗａｖｅｌｅｎｇｔｈ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉ
ｐｌｅｘｉｎｇ‐ＰＯＮ、ＷＤＭ‐ＰＯＮ）が挙げられる。加えて、ＰＯＮ１００は更に
、データを送るべく、例えば、複数の異なるＯＮＵ１２０又は顧客のためにデータを送る
べく複数のダウンリンク及び／又は複数のアップリンク波長（又は複数の波長チャネル）
が使用され得る多波長機能を有してよい。従って、ＰＯＮプロトコルは、上述の任意の多
波長技術／システムをサポートすべく使用され得る。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６１】
　ＯＬＴ１１０は、各ＯＮＵ１２０及び別のネットワーク（図中には示されていない）と
通信するよう構成された任意のデバイスであってよい。ＯＬＴ１１０は、当該別のネット
ワークと各ＯＮＵ１２０との間の媒体の役割を担ってよい。例えば、ＯＬＴ１１０は、当
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該ネットワークから受信されたデータを各ＯＮＵ１２０に転送し、かつ、各ＯＮＵ１２０
から受信されたデータを別のネットワークに転送してよい。ＯＬＴ１１０の具体的な構成
はＰＯＮ１００のタイプに従って変更されてよいが、一実施形態において、ＯＬＴ１１０
は送信機及び受信機を含んでよい。別のネットワークがＰＯＮ１００においてＰＯＮプロ
トコルとは異なるネットワークプロトコル、例えば、イーサネット（登録商標）若しくは
同期光ネットワーク（Ｅｔｈｅｒｎｅｔ（登録商標）　ｏｒ　Ｓｙｎｃｈｒｏｎｏｕｓ　
Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｎｅｔｗｏｒｋ、ＳＯＮＥＴ）／同期デジタルハイアラーキ（Ｓｙｎｃ
ｈｒｏｎｏｕｓ　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｈｉｅｒａｒｃｈｙ、ＳＤＨ）を使用した場合、ＯＬ
Ｔ１１０は、ネットワークプロトコルをＰＯＮプロトコルに変換するコンバータを含んで
よい。ＯＬＴ１１０のコンバータは更に、ＰＯＮプロトコルをネットワークプロトコルに
変換してよい。ＯＬＴ１１０は通常、中央の位置、例えば中央局に配置されてよい、又は
別の位置に配置されてよい。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６７】
　図２は、（全体として、本明細書で引き続き使用される１Ｇ　ＥＰＯＮ／１０Ｇ　ＥＰ
ＯＮと称される）ＥＰＯＮ　ＯＳＩ（Ｏｐｅｎ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｉｎｔｅｒｃｏｎｎｅ
ｃｔｉｏｎ、開放型システム相互接続）の詳細な構造図を開示している。図２に示される
ように、ＯＳＩは、ネットワーク通信を７つの層、それぞれ（底部から上部に向かって）
、物理層（Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｌａｙｅｒ、ＰＬ層）、データリンク層（Ｄａｔａ　ｌｉ
ｎｋ　Ｌａｙｅｒ、ＤＬ層）、ネットワーク層（Ｎｅｔｗｏｒｋ　Ｌａｙｅｒ、ＮＬ層）
、トランスポート層（Ｔｒａｎｓｐｏｒｔ　Ｌａｙｅｒ、ＴＬ層）、セッション層（Ｓｅ
ｓｓｉｏｎ　Ｌａｙｅｒ、ＳＬ層）、プレゼンテーション層（Ｐｒｅｓｅｎｔａｔｉｏｎ
　Ｌａｙｅｒ、ＰＬ層）、及びアプリケーション層（Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ　Ｌａｙｅ
ｒ、ＡＬ層）に分割する。物理層、データリンク層、及びネットワーク層は、ＯＳＩ参照
モデルの下位の３層に属し、ネットワーク通信接続用のリンクの生成を担っている。第４
層から第７層はＯＳＩ参照モデルの上位の４層であり、特にエンドツーエンドデータ通信
を担っている。各層は機能を完結し、各層はサービスを自身の層より上位の層に直接提供
し、全層は互いにサポートし合い、ネットワーク通信は、（送信端において）上部から底
部へ、又は（受信端において）底部から上部へ、の２通りで行われ得る。全ての通信がＯ
ＳＩの７つの層全てを使用する必要があるわけではなく、双方側が対応する１つの層しか
必要としない通信さえあることは言うまでもない。物理インタフェース間の遷移と、リピ
ータ間の接続とは、物理層で実行されれば十分であり、ルータ間の接続は、ネットワーク
層以下の下位の３層を使用すれば十分である。要約すると、双方側の間での通信はピア層
において行われ、通信は非対称的層では行われ得ない。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６９】
　図３はＭＰＣＰフレームフォーマットの概略図である。図３では以下のように示されて
いる：
　Ｄｅｓｔｉｎａｔｉｏｎ　Ａｄｄｒｅｓｓ、宛先アドレスは、６バイトを占有し、メッ
セージの送信先のＩＰアドレスを特定すべく使用される；
　Ｓｏｕｒｃｅ　Ａｄｄｒｅｓｓ、送信元アドレスは、６バイトを占有し、パケットの送
信元のＩＰアドレスを特定すべく使用される；
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　Ｌｅｎｇｔｈ／Ｔｙｐｅ、パケット長さ／タイプは、２バイトを占有し、パケットの長
さ及びタイプを特定すべく使用される；
　Ｏｐｃｏｄｅ、オペレーションコードは、２バイトを占有し、ＭＰＣＰフレーム数を特
定すべく使用される；
　ＴｉｍｅＳｔａｍｐ、タイムスタンプは、４バイトを占有し、パケットの送信時間を特
定すべく使用される；
　Ｄａｔａ／Ｒｅｓｅｒｖｅｄ／Ｐａｄ、データ情報／予備フィールドは、４０バイトを
占有し、データ情報を保持すべく使用される、又は、拡張のための予備フィールドとして
使用される；
　ＦＣＳ、フレームシーケンスチェックは、４バイトを占有し、パリティビットである。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８９】
　具体的に、クエリメッセージは、先行技術のＧＡＴＥメッセージのフレームフォーマッ
トを使用してよく、当該ＧＡＴＥメッセージのフレームフォーマットは、図７に示される
フレームフォーマットを使用してよい。既存のＧＡＴＥメッセージのＤｉｓｃｏｖｅｒｙ
　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎフィールドは、２バイト、つまり、合計１６ビットの長さを有
する。ここで、図７ａに示されるように、ビット０からビット５はそれぞれ何らかの情報
（当該図では示されていない、既存の規格における記録を参照する）を特定すべく使用さ
れ、ビット６からビット１５は予備フィールドであり、メッセージタイプを特定すべく、
ビット６からビット１５の中から１または複数のビットが任意に選択される。例えば、第
６番目のビットが１である場合、当該第６番目のビットは、ＧＡＴＥメッセージが波長切
り換えのために使用されることを特定する、又は、第６番目のビットが０である場合、当
該第６番目のビットは、ＧＡＴＥメッセージが別の目的のために使用されることを特定す
る。
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００９７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００９７】
　具体的に、図７に示されるように、図７は、ＧＡＴＥメッセージ拡張の具体的な実施形
態を示している。ＧＡＴＥタイプのＭＰＣＰメッセージは、ｎｏｒｍａｌ　ＧＡＴＥ　Ｍ
ＰＣＰＤＵ及びｄｉｓｃｏｖｅｒｙ　ＧＡＴＥ　ＭＰＣＰＤＵの２つのタイプに分類され
る。波長切り換え機能を実装するＧＡＴＥメッセージは２つの実装方式を有してよい。１
つの方式は、拡張がｄｉｓｃｏｖｅｒｙ　ＧＡＴＥ　ＭＰＣＰＤＵに基づいて実行され、
前述の図において示されるように、ｄｉｓｃｏｖｅｒｙ　ＧＡＴＥ　ＭＰＣＰＤＵのＤｉ
ｓｃｏｖｅｒｙ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎの予備ビットが拡張され、ＧＡＴＥメッセージ
の目的（つまり、ＧＡＴＥメッセージは波長切り換えのために使用される、又は、別の目
的のために使用される）を特定すべく、任意の予備ビットが使用されるというものである
。当該ビットの値が０である場合、そのビットは「別の目的用」であると特定し、当該ビ
ットの値が１である場合、そのビットは、「波長切換メッセージ用」であると特定する。
もう１つの方式は、以下の表に示されるように、最新（第３の）ＧＡＴＥメッセージ：Ｗ
ａｖｅＲｅｇｉｓｔｅｒ　ＧＡＴＥ　ＭＰＣＰＤＵを自己規定するというものである。
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【表１】

【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１１２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１１２】
　図８は、図８に示されるように、Ｗａｖｅｒｅｇｉｓｔｅｒ＿ｒｅｑメッセージ、Ｗａ
ｖｅｒｅｇｉｓｔｅｒメッセージ、及びＷａｖｅｒｅｇｉｓｔｅｒ＿ａｃｋメッセージの
具体的な実施形態を示している。図８は、従来のＭＰＣＰフレームフォーマットを示して
おり、オペレーションコードＯｐｃｏｄｅが０００２である場合、それは、フレームがＧ
ＡＴＥフレームであることを表す、又は、オペレーションコードが０００３である場合、
フレームはＲＥＰＯＲＴフレームである、又は、オペレーションコードが０００４である
場合、フレームはＲＥＧＩＳＴＥＲ＿ＲＥＱフレームである、又は、オペレーションコー
ドが０００５である場合、フレームはＲＥＧＩＳＴＥＲフレームである、又は、オペレー
ションコードが０００６である場合、フレームはＲＥＧＩＳＴＥＲ＿ＡＣＫフレームであ
る。オペレーションコードＯｐｃｏｄｅが０００７からＦＦＦＤである場合、フレームは
予備フィールドである。
【手続補正１０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１１３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１１３】
　図８に示されるように、ＯＰＣＯＤＥの予備フィールドは、本発明の本実施形態におい
て、ＷａｖｅＲＥＧＩＳＴＥＲ＿ＲＥＱフレームメッセージ、ＷａｖｅＲＥＧＩＳＴＥＲ
フレームメッセージ、及びＷａｖｅＲＥＧＩＳＴＥＲ＿ＡＣＫフレームメッセージを拡張
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すべく使用される。例えば、ｏｐｃｏｄｅ＝０００７は、ＷａｖｅＲＥＧＩＳＴＥＲ＿Ｒ
ＥＱを表し、ｏｐｃｏｄｅ＝０００８は、ＷａｖｅＲＥＧＩＳＴＥＲを表し、ｏｐｃｏｄ
ｅ＝０００９はＷａｖｅＲＥＧＩＳＴＥＲ＿ＡＣＫを表す。
【手続補正１１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１２１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１２１】
　具体的に、当該装置は、フィールドプログラマブルゲートアレイ（Ｆｉｅｌｄ‐Ｐｒｏ
ｇｒａｍｍａｂｌｅ　Ｇａｔｅ　Ａｒｒａｙ、ＦＰＧＡ）であってよい、又は、特定用途
向け集積回路（Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｐｅｃｉｆｉｃ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃ
ｉｒｃｕｉｔ、ＡＳＩＣ）を使用してよい、又は、システムオンチップ（Ｓｙｓｔｅｍ　
ｏｎ　Ｃｈｉｐ、ＳｏＣ）を使用してよい、又は中央処理装置（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏ
ｃｅｓｓｏｒ　Ｕｎｉｔ、ＣＰＵ）を使用してよい、又は、ネットワークプロセッサ（Ｎ
ｅｔｗｏｒｋ　Ｐｒｏｃｅｓｓｏｒ、ＮＰ）を使用してよい、又は、デジタル信号プロセ
ッサ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｏｒ、ＤＳＰ）を使用してよい、
又は、マイクロコントローラユニット（Ｍｉｃｒｏ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｒ　Ｕｎｉｔ、
ＭＣＵ）を使用してよい、又は、プログラマブル論理デバイス（Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌ
ｅ　Ｌｏｇｉｃ　Ｄｅｖｉｃｅ、ＰＬＤ）若しくは別の集積チップを使用してよい物理的
実体を使用することで表現されてよい。
【手続補正１２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１２８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１２８】
　具体的に、当該装置は、フィールドプログラマブルゲートアレイ（Ｆｉｅｌｄ‐Ｐｒｏ
ｇｒａｍｍａｂｌｅ　Ｇａｔｅ　Ａｒｒａｙ、ＦＰＧＡ）であってよい、又は、特定用途
向け集積回路（Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｐｅｃｉｆｉｃ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃ
ｉｒｃｕｉｔ、ＡＳＩＣ）を使用してよい、又は、システムオンチップ（Ｓｙｓｔｅｍ　
ｏｎ　Ｃｈｉｐ、ＳｏＣ）を使用してよい、又は中央処理装置（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏ
ｃｅｓｓｏｒ　Ｕｎｉｔ、ＣＰＵ）を使用してよい、又は、ネットワークプロセッサ（Ｎ
ｅｔｗｏｒｋ　Ｐｒｏｃｅｓｓｏｒ、ＮＰ）を使用してよい、又は、デジタル信号プロセ
ッサ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｏｒ、ＤＳＰ）を使用してよい、
又は、マイクロコントローラユニット（Ｍｉｃｒｏ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｒ　Ｕｎｉｔ、
ＭＣＵ）を使用してよい、又は、プログラマブル論理デバイス（Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌ
ｅ　Ｌｏｇｉｃ　Ｄｅｖｉｃｅ、ＰＬＤ）若しくは別の集積チップを使用してよい物理的
実体を使用することで表現されてよい。
【手続補正１３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１３８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１３８】
　加えて、様々な実施形態において個別又は別個のものとして記載及び例示された技術、
システム、サブシステム、及び方法は、本発明の範囲から逸脱することなく、他のシステ
ム、モジュール、技術、又は方法と組み合わされてよい、又は統合されてよい。相互結合
、又は直接結合、又は通信として示され又は論じられた他の複数の項目がまた、インタフ
ェース、装置、又は中間コンポーネントを使用することによって、電気的、機械的、又は
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別の形態で間接的に結合されてよい、又は間接的に通信してよい。変更、置換、及び修正
を有する他の例は、当業者によって決定されてよく、本明細書に開示された主旨及び範囲
から逸脱することなく実装されてよい。
［項目１］
　光ネットワークユニットＯＮＵの論理リンク識別子（ＬＬＩＤ）と、上記ＯＮＵに割り
当てられた波長とを第１の多重点制御プロトコルＭＰＣＰメッセージの中にカプセル化す
る段階と、上記ＯＮＵが上記波長に応じて切り換えを実行するよう、上記第１のＭＰＣＰ
メッセージを上記ＯＮＵに送信する段階と
　を備える、波長切り換えのための方法。
［項目２］
　第２のＭＰＣＰメッセージを上記ＯＮＵに送信する段階を更に備え、上記第２のＭＰＣ
Ｐメッセージは、上記光ネットワークユニットＯＮＵに波長切り換えを実行するよう命令
する識別子と、波長切換ウィンドウ情報とを保持している、
　項目１に記載の方法。
［項目３］
　上記第２のＭＰＣＰメッセージの応答メッセージを受信する段階を更に備え、上記応答
メッセージは第３のＭＰＣＰメッセージ内に保持されており、上記応答メッセージは、上
記ＯＮＵの上記論理リンク識別子ＬＬＩＤを保持している、
　項目２に記載の方法。
［項目４］
　上記応答メッセージは更に、上記ＯＮＵのレーザの現在の波長の情報を保持している、
項目３に記載の方法。
［項目５］
　上記応答メッセージは更に、次の情報：上記ＯＮＵの上記レーザの波長調整可能範囲、
又は、上記ＯＮＵの上記レーザの波長調整速度、のうちの少なくとも１つを保持している
、項目４に記載の方法。
［項目６］
　光回線終端装置ＯＬＴによって送信された第１の多重点制御プロトコルＭＰＣＰメッセ
ージを受信する段階であって、上記第１のＭＰＣＰメッセージは、光ネットワークユニッ
トＯＮＵの論理リンク識別子ＬＬＩＤと上記ＯＮＵに割り当てられた波長とを保持してい
る、段階と、
　上記ＯＮＵに割り当てられた上記波長と上記ＯＮＵの現在の波長とが同一であるかどう
かを決定し、同一でない場合、上記ＯＮＵの上記波長を上記ＯＮＵに割り当てられた上記
波長に調整する段階と、
　を備える、波長切り換えのための方法。
［項目７］
　光回線終端装置ＯＬＴによって送信された多重点制御プロトコル（ＭＰＣＰ）メッセー
ジを受信する上記段階の前に、
　上記ＯＬＴによって送信され、かつ、上記ＯＮＵに波長切り換えを実行するよう命令す
る第２のＭＰＣＰメッセージを受信する段階であって、上記第２のＭＰＣＰメッセージは
、上記光ネットワークユニットＯＮＵに波長切り換えを実行するよう命令する識別子と、
波長切換ウィンドウ情報とを保持している、段階と
　上記ＯＮＵの上記論理リンク識別子ＬＬＩＤを第３の多重点制御プロトコルＭＰＣＰメ
ッセージの中にカプセル化し、上記第３のＭＰＣＰメッセージを上記ＯＬＴに送信する段
階と、
　を更に備える、項目６に記載の方法。
［項目８］
　上記第３のＭＰＣＰメッセージは更に、上記ＯＮＵのレーザの現在の波長を保持してい
る、項目７に記載の方法。
［項目９］
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　上記第３のＭＰＣＰメッセージは更に、次の情報：上記ＯＮＵの上記レーザの波長調整
可能範囲、又は、上記ＯＮＵの上記レーザの波長調整速度、のうちの少なくとも１つを保
持している、項目７又は８に記載の方法。
［項目１０］
　第４のＭＰＣＰメッセージを上記ＯＬＴに送信する段階を更に備え、上記第４のＭＰＣ
Ｐメッセージは上記ＯＮＵの調整された波長を保持している、
　項目６から９の何れか一項に記載の方法。
［項目１１］
　その波長が切り換えられる必要があるＯＮＵのＯＮＵ識別子と、上記ＯＮＵに割り当て
られた波長とを第１の多重点制御プロトコルＭＰＣＰメッセージの中にカプセル化し、上
記ＯＮＵが上記波長に応じて切り換えを実行するよう、その波長が切り換えられる必要が
ある上記ＯＮＵに上記第１のＭＰＣＰメッセージを送信するよう構成されたプロセッサ
　を備える、波長切り換えのための装置。
［項目１２］
　上記プロセッサは、その波長が切り換えられる必要がある上記ＯＮＵの上記ＯＮＵ識別
子と、上記ＯＮＵのレーザの波長調整性能情報とを保持している第２のＭＰＣＰメッセー
ジを受信し、上記ＯＮＵの上記レーザの上記波長調整性能情報に従って、上記ＯＮＵに割
り当てられた上記波長を決定し、上記ＯＮＵのＬＬＩＤと、上記ＯＮＵに割り当てられた
上記決定された波長とを上記第１のＭＰＣＰメッセージの中にカプセル化して、上記ＯＮ
Ｕが上記波長に応じて切り換えを実行するよう、上記第１のＭＰＣＰメッセージを上記Ｏ
ＮＵに送信するよう構成されている、項目１１に記載の装置。
［項目１３］
　上記プロセッサは更に、上記光ネットワークユニットＯＮＵに波長切り換えを実行する
よう命令する識別子と、波長切換ウィンドウ情報とを保持している第３のＭＰＣＰメッセ
ージを送信するよう構成されている、項目１１又は１２に記載の装置。
［項目１４］
　上記ＯＮＵの上記レーザの上記波長調整性能情報は具体的に、上記ＯＮＵの上記レーザ
の現在の波長の情報である、項目１２に記載の装置。
［項目１５］
　上記ＯＮＵの上記レーザの上記波長調整性能情報は更に、次の情報：上記ＯＮＵの上記
レーザの波長調整可能範囲、又は、上記ＯＮＵの上記レーザの波長調整速度、のうちの少
なくとも１つを備える、項目１２に記載の装置。
［項目１６］
　光ネットワークユニットＯＮＵの論理リンク識別子ＬＬＩＤと、上記ＯＮＵに割り当て
られた波長とを保持している、光回線終端装置ＯＬＴによって送信された第１の多重点制
御プロトコルＭＰＣＰメッセージを受信し、
　上記ＯＮＵに割り当てられた上記波長と上記ＯＮＵの現在の波長とが同一であるかどう
かを決定し、同一でない場合、上記ＯＮＵの上記波長を上記ＯＮＵに割り当てられた上記
波長に調整するよう構成されたプロセッサ
　を備える、波長切り換えのための装置。
［項目１７］
　上記プロセッサは更に、上記ＯＬＴによって送信され、かつ、上記ＯＮＵに波長切り換
えを実行するよう命令する第２のＭＰＣＰメッセージを受信し、上記ＯＮＵの上記ＬＬＩ
Ｄを第３の多重点制御プロトコルＭＰＣＰメッセージの中にカプセル化して、上記ＯＬＴ
に上記第３のＭＰＣＰメッセージを送信するよう構成されている、項目１６に記載の装置
。
［項目１８］
　上記第３のＭＰＣＰメッセージは更に、上記ＯＮＵのレーザの現在の波長を保持してい
る、項目１７に記載の装置。
［項目１９］
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　上記第３のＭＰＣＰメッセージは更に、次の情報
：上記ＯＮＵの上記レーザの波長調整可能範囲、又は、上記ＯＮＵの上記レーザの波長調
整速度、のうちの少なくとも１つを保持している、項目１７又は１８に記載の装置。
［項目２０］
　上記プロセッサは更に、上記ＯＮＵの調整された波長を保持している第４のＭＰＣＰメ
ッセージを上記ＯＬＴに送信するよう構成されている、項目１８に記載の装置。
［項目２１］
　光ネットワークユニットＯＮＵの論理リンク識別子ＬＬＩＤと、上記ＯＮＵに割り当て
られた波長とを第１の多重点制御プロトコルＭＰＣＰメッセージの中にカプセル化するよ
う構成された処理ユニットと、
　上記ＭＰＣＰメッセージを上記ＯＮＵに送信するよう構成された送信ユニットと、
　を備える波長切り換えのための装置。
［項目２２］
　上記処理ユニットは更に、上記光ネットワークユニットＯＮＵに波長切り換えを実行す
るよう命令する識別子と、波長切換ウィンドウ情報とを保持している第２のＭＰＣＰメッ
セージを上記ＯＮＵに送信するよう構成されている、項目２１に記載の装置。
［項目２３］
　上記装置は更に、上記第２のＭＰＣＰメッセージの応答メッセージを受信するよう構成
された受信ユニットを備え、上記応答メッセージは第３のＭＰＣＰメッセージ内に保持さ
れており、上記応答メッセージは上記ＯＮＵの上記論理リンク識別子ＬＬＩＤを保持して
いる、項目２１又は２２に記載の装置。
［項目２４］
　上記応答メッセージは更に、上記ＯＮＵのレーザの現在の波長の情報を保持している、
項目２３に記載の装置。
［項目２５］
　応答メッセージは更に、次の情報：上記ＯＮＵの上記レーザの波長調整可能範囲、又は
、上記ＯＮＵの上記レーザの波長調整速度、のうちの少なくとも１つを保持している、項
目２３又は２４に記載の装置。
［項目２６］
　光ネットワークユニットＯＮＵの論理リンク識別子ＬＬＩＤと、上記ＯＮＵに割り当て
られた波長とを保持している、光回線終端装置ＯＬＴによって送信された第１の多重点制
御プロトコルＭＰＣＰメッセージを受信するよう構成された受信ユニットと、
　上記ＯＮＵに割り当てられた上記波長と上記ＯＮＵの現在の波長とが同一であるかどう
かを決定し、同一でない場合、上記ＯＮＵの上記波長を上記ＯＮＵに割り当てられた上記
波長に調整するよう構成された処理ユニットと、
　を備える波長切り換えのための装置。
［項目２７］
　上記受信ユニットは更に、上記ＯＬＴによって送信され、かつ、上記ＯＮＵに波長切り
換えを実行するよう命令する第２のＭＰＣＰメッセージを受信するよう構成されており、
　上記処理ユニットは更に、上記ＯＮＵの上記ＬＬＩＤを第３の多重点制御プロトコルＭ
ＰＣＰメッセージの中にカプセル化し、上記第３のＭＰＣＰメッセージを上記ＯＬＴに送
信するよう構成されている、
　ことを備える、項目２６に記載の装置。
［項目２８］
　上記第３のＭＰＣＰメッセージは更に、上記ＯＮＵのレーザの現在の波長を保持してい
る、項目２７に記載の装置。
［項目２９］
　上記第３のＭＰＣＰメッセージは更に、次の情報：上記ＯＮＵの上記レーザの波長調整
可能範囲、又は、上記ＯＮＵの上記レーザの波長調整速度、のうちの少なくとも１つを保
持している、項目２７又は２８に記載の装置。
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［項目３０］
　上記装置は更に、上記ＯＮＵの調整された波長を保持している第４のＭＰＣＰメッセー
ジを上記ＯＬＴに送信するよう構成された送信ユニットを備える、項目２６から２９の何
れか一項に記載の装置。
［項目３１］
　項目２１から２５の何れか一項に記載の波長切り換えのための装置を含むプロセッサを
備える、光回線終端装置。
［項目３２］
　項目２６から３０の何れか一項に記載の波長切り換えのための装置を含むプロセッサを
備える、光ネットワークユニット。
［項目３３］
　光回線終端装置ＯＬＴ及び光ネットワークユニットＯＮＵを備える受動光ネットワーク
ＰＯＮシステムであって、上記光回線終端装置ＯＬＴは、光分配ネットワークＯＤＮを使
用することで少なくとも１つのＯＮＵに接続され、かつ、上記ＯＬＴは、項目３１に記載
の光回線終端装置を備える、又は、上記ＯＮＵは項目３２に記載の光ネットワークユニッ
トを備える、受動光ネットワークＰＯＮシステム。
【手続補正１４】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図２
【補正方法】変更
【補正の内容】

【図２】

【手続補正１５】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図７ｂ
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図７ｂ】

【手続補正１６】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図９
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図９】



(40) JP 2017-516406 A 2017.6.15

10

20

30

40

【国際調査報告】



(41) JP 2017-516406 A 2017.6.15

10

20

30

40



(42) JP 2017-516406 A 2017.6.15

10

20

30

40



(43) JP 2017-516406 A 2017.6.15

10

20

30

40



(44) JP 2017-516406 A 2017.6.15

10

20

30

40



(45) JP 2017-516406 A 2017.6.15

10

20

30

40



(46) JP 2017-516406 A 2017.6.15

10

20

フロントページの続き

(81)指定国　　　　  AP(BW,GH,GM,KE,LR,LS,MW,MZ,NA,RW,SD,SL,SZ,TZ,UG,ZM,ZW),EA(AM,AZ,BY,KG,KZ,RU,TJ,T
M),EP(AL,AT,BE,BG,CH,CY,CZ,DE,DK,EE,ES,FI,FR,GB,GR,HR,HU,IE,IS,IT,LT,LU,LV,MC,MK,MT,NL,NO,PL,PT,RO,R
S,SE,SI,SK,SM,TR),OA(BF,BJ,CF,CG,CI,CM,GA,GN,GQ,GW,KM,ML,MR,NE,SN,TD,TG),AE,AG,AL,AM,AO,AT,AU,AZ,BA,
BB,BG,BH,BN,BR,BW,BY,BZ,CA,CH,CL,CN,CO,CR,CU,CZ,DE,DK,DM,DO,DZ,EC,EE,EG,ES,FI,GB,GD,GE,GH,GM,GT,HN,H
R,HU,ID,IL,IN,IR,IS,JP,KE,KG,KN,KP,KR,KZ,LA,LC,LK,LR,LS,LT,LU,LY,MA,MD,ME,MG,MK,MN,MW,MX,MY,MZ,NA,NG
,NI,NO,NZ,OM,PA,PE,PG,PH,PL,PT,QA,RO,RS,RU,RW,SA,SC,SD,SE,SG,SK,SL,SM,ST,SV,SY,TH,TJ,TM,TN,TR,TT,TZ,
UA,UG,US

(72)発明者  タオ、ミンフイ
            中華人民共和国・５１８１２９・グァンドン・シェンツェン・ロンガン・ディストリクト・バンテ
            ィアン・（番地なし）・ホアウェイ・アドミニストレーション・ビルディング　ホアウェイ・テク
            ノロジーズ・カンパニー・リミテッド内
(72)発明者  リ、シェンピン
            中華人民共和国・５１８１２９・グァンドン・シェンツェン・ロンガン・ディストリクト・バンテ
            ィアン・（番地なし）・ホアウェイ・アドミニストレーション・ビルディング　ホアウェイ・テク
            ノロジーズ・カンパニー・リミテッド内
Ｆターム(参考) 5K033 AA01  CA17  DA01  DA15  DB22 
　　　　 　　  5K102 AA65  AL08  AM02  AM08  PB13 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	written-amendment
	search-report
	overflow

